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序章117 その他の所感(経済発展)2 
はじめに1 118 u中日友好環境保護中心J) に対する質問調査日中友好環境保全センター• 
1 8 世紀以降の産業革命に始まる産業地球上の各地域において顕在化する環境問題は、118 施設概要1 
自動車排気ガス問題などの生活型の環境問題へとその、廃棄物の増大、型のものから118 日本の環境協力について2 
重点を移しつつある。また、温室効果ガスの排出量削減についての国際的な取り決めを行119 その他(ごみ問題)3 
121 . (参考 1 )質問表一一
199 7 年 1 2 月に京都で開催された COP3 ・地球温暖化防止京都会議 cr気うため、
122 . (参考 2) 環境問題についてのヒアリング結果 1"'6- ーー一一ー
の動きにみられるように、地球温暖化問題やオゾ候変動枠組み条約第 3 回締約国会議J)
136 日中友好環境保全センターヒアリング結果 1'"'-'2. (参考 3 ) 
ン層破壊、酸性雨などの国境を越えて広がる地球環境問題が、複雑さ、多様さを増しつつ
(内分泌携さらに、最近重大な社会問題となっているダイオキシンや環境ホルモンある 。
140 中国の環境問題解決に向けての政策課題と提言第 6 章
の問題は、現在 1 0 万種類もあるといわれる化学物質の一部が、生殖能力な乱化学物質)
140 環境問題の特徴と課題1 
どの人間の生態機能に悪影響を及ぼすものであり、人類の未来にとって重大な脅威となっ140 ( 1 )進む環境汚染








143 ( 5 )低い環境保全意識
今や、最重要課題となりつつある環境問題は、経済発展を第一とする発展途上国では、144 ( 6 )不十分な情報公開
とりわけ、中国やインドをはじめ多くの発十分な配慮がなされていないのが現実である。145 改善に向けての政策提言2 
145 ( 1 )制度の改革 展途上国を抱えるアジアの環境問題は 2 1 世紀を間近に控えた今日、喫緊の課題となりつ
つある。145 - 中国版地域公害防止計画の策定
これ1 996 年 9 月に朝日新聞が実施した日本人のアジア観についての調査によると、146 -環境産業の育成ー産業構造の転換
-都市における循環型社会の構築 -これからアジアで大きな問題になるのは何だと・.表 1からアジアで大きな問題になるの
147 













局地紛争・内戦民主化.人権軍備拡張.核保有人口爆発資源・エネルギー不足貧富の拡大食糧不足環境破壊に次ぎ、「環境保護への協力」が 1157 ( 4 )資金の確保




出典 : í朝日新聞J1996年 11 月 9 日-4 -
表 1 ) 。














の共生、合一思想があり、自然との一体化を図ってきた歴史もある。しかし、 1 949 年
の中華人民共和国建国後、工業化が進むとともに、自然の破壊が徐々に進んだ。 文化大革
命を経た 78 年 1 2 月の中国共産党第 1 1 期 3 中全会以降の経済重視、改革開放政策の推


























































l 加藤三郎著『環境と文明の明日~ (プレジデント社、 1 996 年)
2 調査は 1 996 年 9 月 1 6 ・ 1 7 日の両日、全国 3 千人の有権者を対象に、面接方式














ア 坂本和彦「中国の大気汚染一光化学スモッグと酸性雨J (安全工学 2 8 、 198
9 年)、同「中国の大気汚染と今後の対策について J (MACRO REVIEW7 、 1 994 
年)、同「中国重慶の大気汚染の実態と民生用対策J (第 3 7 回大気環境学会講演
要旨集、 1 996 年) :いずれも中国の大気汚染、酸性雨についての調査研究




企業の対応J (名古屋大学大学院国際開発研究科、 1 996. 199 7 年い中国
の企業経営者の意識を探り、環境政策と企業の対応を追求、環境政策については、
環境管理制度の記述にとどまる。







996 年、「中国における環境行政と環境裁判の実相 J 1 9 9 5 年:環境行政部門
の下した決定に不服を唱えて提訴した事件を扱ったもの、「水法“試点工作"に見
られる中国の法律執行体制整備の特色J 1 9 9 4 年、「中国農村の公害問題と法的
対応J 1 9 9 2 年、「中国での環境権論J 1 9 9 1 年の各論文がある。
ウ 作本直行「中国の環境政策と法J (針生誠吉、安田信之編『中国の開発と法』、
アジア経済研究所、 1 9 9 3 年所収) :大気汚染防治法、水質汚染防治法について、
規制手法等を検討)
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エ 野村好弘、作本直行『発展途上国の環境法一東アジア~ (アジア経済研究所、 1
993 年) :中国の環境法について記述











イ 山田辰雄、橋本芳一編著、『四) fl省成都市における事例研究~ (けい草書房、 1
995 年) :成都市の大気、水質、呼吸器の健康状態などについての実態調査を踏
まえての研究〉





ア 金瑞林主編『環境法学~ (北京大学出版社、 1 990 年) :高等教育教材、総論
汚染防治法・自然保護法からなる、同主編『中国環境法j (法律出版社、 199
8 年) :教材、緒論・体系・基本原則・基本制度 ・ 法律責任 ・ 環境汚染防治法、
自然保護法、中国と国際環境法にわけ記述
イ 王仙発『環境法学教程~ (中国政法大学出版社、 199 7 年) :教材、自然科学
基礎・概念・生成と発展・体系・法律関係・基本原員IJ ・ 法律制度・法律効果・環境
紛争と訴訟、環境汚染防治法 ・ 自然資源保護法にわけ記述
ウ 胡保林、曹畳雲、楊延華『環境法新論~ (中国政法大学出版社、 199 1 年〉
エ 加藤一郎、王家福主編『民法と環境法の諸問題~ (中国人民大学出版社、 199
-6 -
5 年) :中日の 24 人が分担執筆)
オ 解振華主編、『中国環境執法全書~ (紅旗出版社、 199 7 年) :環境執法の理論、
司法、行政実例を収録、 1300 頁の大作
カ 陳仁編著『環境保護執法導論~ (上海三聯書店、 198 8 年)
キ 陳仁、朴光朱編著『環境執法基礎~ (法律出版社、 1 997 年)
②その他
ア 王金南『排汚収費理論学~ (中国環境科学出版社、 199 6 年) :排汚収費の理
論、使用方法を経済学的に分析)
イ 楊朝飛『環境保護と環境文化JJ (中国政法大学出版社、 1 994 年) :環境宣伝、
教育、文化等について記述
ワ 劉大椿、明日香寿川等『環境問題一中日比較合作の観点から JJ (中国人民大学出




井村秀文、勝原健編著『中国の環境問題~ (東洋経済新報社、 1 995 年)は、環境行
政(法と制度)、財政、エネルギ一、大気、水、廃棄物、鉄鋼業、電力業、環境協力な
どを 1 0 人の各分野の研究者、実務家で分担執筆
中国研究所編『中国の環境問題JJ (新評論、 1 995 年)は、さらに広く中国の環境
と開発、環境対策と法、環境問題と国際協力、公害の現状と対策、自然・生態系に分け
て 30 人の各分野の研究者、実務家で分担執筆
6 日本の環境基本法第 2 条第 3項では「公害j を「……環境の保全上の支障のうち、事
業活動その他の人の活動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁、土
壌の汚染、騒音、振動、地盤の低下、及び悪臭によって、人の健康又は生活環境に係る
被害が生ずることをいう。 J と定義しており、いわゆる典型 7 公害を指 している。 この
論文ではこれらを基本としつつ、中国で三廃と称される大気、水質及び日本では公害の
範囲に含まれない廃棄物の問題を中心に抜かった。









中国の環境保護の歴史について、中央の環境保護行政機関である国家環境保護局 (9 8 
年の機構改革により国家環境保護総局となった。 )は 1 949 年の中華人民共和国の建国
から国の環境保護機関が設立されるまでの 7 3 年、中国の環境汚染と生態破壊の状況が初
めて詳細に明らかにされた 7 3 年の第一次全国環境保護会議開催から改革開放を経て初め
ての環境保護法規が成立した 7 9 年、 7 9 年から 9 3 年までの 3 つの区分を行ってし;る。
本論文では 7 9 年以降をさらに第二次全国環境保護会議が開かれる直前の 8 3 年、 8 3 年
から第三次全国環境保護会議が開かれる直前の 89 年、 89 年から第四次全国環境保護会
議が開かれる直前の 9 5 年まで、さらに 9 6 年から現在に至るまでの 4 期に分け、全体を
6 期として環境保護を巡る問題や施策の状況について概観することと子}る 。
2 各期の問題、特徴





染にとどまっていた。 4 9 年の建国から 5 7 年の第一次国民経済 5 カ年計画の完成まで、
国家は戦争の傷をいやし、国民経済の回復に重点を置いた。これにより 5 3 年から 5 6 年
まで工業生産値は、毎年平均 19. 6%、農業生産値は毎年平均 4. 8%増加した。 この
時期、環境保護のための専門の組織や法規はなかったが、 5 6 年の国家衛生部・建設委員









1 958 年から 6 5 年まで、経済発展の方針に大きな変化があった。 政治思想において、




ずか 5 8 年の下半期で全国で数千万の農民が動員され、簡易な溶鉱炉 60 万個以上、小さ
な炉を 5 万 9 千個以上、小発電所 4 千カ所以上、小セメント工場 9 千工場以上、農具修理
・製造工場 8 万工場以上が建設された。また、工業企業は 5 7 年の 1 7 万戸から 5 9 年に








八字方針の下に「森林保護条例J と「鉱産資源保護条例J を公布した。 そして、乱立され
た鉱工業企業に対して、閉鎖や停業等の処置を実施し、企業数を 5 7 年のレベルに、都市
人口を 1 400 万人減少させた。 しかし、この時期の生態破壊は短時間では回復困難な深
刻なものであり、 20 年後の現在でも完全には回復されていなし、。
ウ 文化大革命



















環境汚染と生態破壊が急速に進む中、 1 972 年にいくつかの重大な事件が起きている。
一つは、「大連湾の汚染J であり、海が真っ黒に化し、 5 000 数盲(ムー・ 1/1 5 h 






三つ目は、 「松花江水系汚染事件J である 。 松花江河岸で大量の魚が死んでいるのが発
見された。 6 0 年以前はここは魚の集中する区域であったが、 7 0 年までに魚介類は絶滅




しかし、環境問題について中国政府が本格的に対応し始めたのは、 1 972年 6 月にス
ウェーデ、ンのストックホルムで開催された国連人間環境会議後で、ある。 当時の首相・周思

































































一方、白洋淀は華北地区第一の天然大湖である。周首相により、 7 2 年に早くも白洋淀








水が流入し厳重な汚染を来たした。 7 7 年に国務院の環境保護指導小組は沿海の遼寧、河
北、山東、天津の 4 省市と国家海洋局、中国科学院等を組織して、大規模な調査を実施し
た。 この結果、毎日激海には 760数万トンの工業排水が流入し、そのうち 40 トン以上
の水銀、 4000 トン以上の枇素、 6 0 数トンのカドミワム、 700数トンの鉛が流入し
ており、特に石油汚染が厳重なものとなっていることがわかった。 南黄海も石油汚染が主
要なものであり、原油の漂流は 7 3 年の 8600km 2が 7 5 年に 14400km 2に拡大
した。このため、 6 0 年代以来、黄海、激海の水産資源は明確に減退し、いくらかの魚種




74 年の国務院環境保護指導小組設置から 7 6 年まで毎年、環境の改善を目的として通
知が出されている。 一つは前述の「環境保護計画要点J であり、水系、企業、都市等 7 つ
の方面について環境保護の目標を立てて、重点処理しなければならない項目を挙げている。















きこと、三不管の汚染処理プロジェクトは、 5 ・ 5 計画の中で省、市、自治区に分配した
補助金投資の中で解決すべきととを規定している。
以上の三つの計画において、とりわけ 15 年で抑制、 1 0 年で解決J という環境問題の
目標は当時の国民の汚染防止を急ぐ決心と希望を反映している。
また、この時期の汚染防止の仕事としては「三廃改善と総合利用」である。 7 7 年 4 月
に国家計画委員会、建設委員会、財政部と国務院環境保護指導小組は「工業の三廃を防止
改善し、総合利用を推進するいくつかの規定」の通知を発布した。 規定は 1 2 の部分から
なっており、三廃利用の手続き、資金面の問題などを細かく規制している。







中国で最も早く、効果的な環境管理制度が「三同時制度J である。 その起源は 7 2 年 6
月に国務院で承認された「国家計画委員会、建設委員会の官庁ダム汚染状況と解決意見の
報告」の中で「工場建設と三廃利用工程は同時に設計、施工、稼働しなければならない」



















8 年 1 0 月に期限内改善の通知を発している。この通知は主に冶金、石油、軽工業、紡績、



















水生生物、牧畜等が広く汚染されたn さらにこの時期は急激な人口増加がみられ、 7 3 年
から 7 8 年にかけて人口は約 2 億人増え、 7 8 年には 1 0 億人に近づいている。 このこと
が元々不足している資源の開発や利用を進め、環境に対する大きな圧迫となった。
7 8 年 2 月に開催された第 5 期全国人民代表大会第 1 回会議において改正された憲法で
は、 1 1 条 3 項で「国家は環境と自然資源を保護し、汚染とその他の公害を防治する J と
規定され、また、との年の 1 2 月には、各級党委員会に対して、環境保護に関する共産党





この時期は、中国共産党の第 1 1 期 3 中全会が開催され、文化大革命中の左傾路線が正
され、社会主義現代化建設の路線へと歴史的な転換が図られた時期と一致している。
(3)第E期 1 979 年'"'--83 年
第 1 1 期 3 中全会以後、共産党と政府は環境保護事業を高度に重視し、環境保護は社会
主義現代化建設の重要な構成部分であると明確に指摘し、一連の指示や決定を行っている。
1 9 7 9 年 9 月に制定された環境保護法(試行)では、「汚染したものが対策を実施し、
汚染を除去する。 (誰汚染、誰治理) J という汚染者負担の原則が明らかにされた。 また、
「各級人民政府は必ず適切に環境保護の仕事を行い、国民経済発展計画を制定する際は環
境の保護と改善に対して計画的な処理を行い、真撃に実施を組織する」と規定している。








出するものに対 し、基準超過排汚費を徴収、環境行政部門の資金源 と しても活用させた。
一方、 8 2 年 5 月 には国務院環境保護指導小組弁公室が廃止され、城郷建設環境保護部の
一つの局に改組された。これは、環境保護行政部門が中央においては独立した地位から 、
建設部門 と合体 し埋没 した立場と なったほか、地方においてもこの合体の傾向が波及した
ため、人員減な ど組織の弱体化が進行 した。
( 4) 第W期 198 3 年"-'89 年




















同年 1 1 月には、城郷建設環境保護部環境保護局は国家環境保護局に格上げ、 改組され、
単独で文件を発するこ とができるよ う になった。
なお、先に述べた 「三同歩J と 「三同時J の原則について、当時の曲格平国家環境保護
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局長は 6 5 計画総括会において主要な内容と特徴をいくつかの点に概括 してい る。一つは
同歩発展の方針は予防の基礎の上にあり、具体的には新築、改築等のプロジェク トに関 し
て環境影響評価制度と 三同時制度を実行すると とも に、 古い企業の技術改造と併せて汚染
を防止することであり、郷鎮企業を健全な発展の軌道に乗せるこ と であると している。そ
の後、環境保護が党と政府の多くの重要文件に書き込まれ、経済と社会発展の一つの重要
な構成部分となった。
8 5 年 9 月の「中国共産党の国民経済と社会発展第 7期 5 カ年計画を制定することにつ
いてJ の建議では、生活環境の改善は都市の人民生活のレベルと質を上げるために重要で
あり、大気、水、土壌汚染と公害の観測と改善を強めること、特に重点都市と観光地区の





( 5)第V期 1 9 8 9 年"-'96 年








この年には、また「環境保護法J が正式に改正成立、同法の貫徹執行をねらいと して 9
0 年 1 2 月には「さらに環境保護工作を強化することに関するポ是」 が出された。 この決
定では法の執行の強調、 工業汚染、 特に汚染が厳重な小規模企業に対する閉鎖、停止など
の強制措置の義務化、地球環境問題に関する国際協力などが特徴となっている。
9 2 年にブラジ、ルの リ オデジャネイロで開催された 「環境と開発に関する国連会議(以
下「地球サミ ッ ト J という 。 )の後、環境保護に関する「十大対前)が中国共産党名で、通
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知として公布されているが、この対策は以下のとおり中国の環境と発展の主要な方面を総












また、 9 4 年 3 月には、地球サミットを受け、地球環境保全のための国レベルの行動計
画「中国アジェンダ 2 1 (中国 2 1 世紀議程)J (5 3 頁参照)が策定されている。
(6) 第VI期 199 6 年~
9 6 年 7 月、 7 年ぶりに第四次全国環境保護会議が開催された。こ の会議には江沢民
国家主席が出席、持続可能な発展戦略と環境保護の重要性を強調、汚染物排出の総量規制、
「環境保護外交」と称した一部先進国による内政干渉に反対の見解を明らかにした。この
会議自体は第 9 次 5 カ年計画の環境保護分野の内容を再確認する性格のものとなったが、
特に、大気、水質の汚染に重大な影響のある物質を濃度以外に総量で規制する「汚染物排
出総量規制計画J と 201 0 年までにいくつかの環境保護事業を同時平行的に実施しよう
とする 「 グリーン・プロジェクト J (緑色工程規画、第一期は 2 0 0 0 年までで約 159
1 のプロジェクトを実施)が目を引く 。 さらに、環境保護の基本国策を進め、持続可能な
発展戦略を実施するとともに、 9 6 年 3 月に第 8期全国人民代表大会第 4 回会議で批准さ
れた「中華人民共和国国民経済と社会発展 9 5 計画と 2 0 1 0 年遠景目標綱要J を貫徹す
ることを目的に、同年 8 月、国務院は「環境保護の若干問題についての決定J を公布したc














国務院はこの決定に基づき、特に汚染が深刻な製紙、皮革、染料など 1 5 業種の小規模
な 70024企業が処分の対象とされ、 48458 企業が同年 9 月末日までに閉鎖、停止
などの処分を受けている (4 5 頁参照) 。
(注)
1 ~中国環境保護行政 20 年~ (中国環境科学出版社、 1 994 年)
2 建国以降を 1949'"'-73 年 、 1973'"'-'83 年、 83---89 年、 8 9 年~現在の四
期に分けるものもある。 (国務院環境保護委員会秘書処・中国人民大学人工環境与発展
研究室編『中国環境資源政策法規大全~ (中信出版社、 1 996 年) 1 0 7 0 頁以下)
全国環境保護会議開催を区切りとして考察したものもある。 (片岡直樹『中国環境汚
染防治法の研究』、久留米大学法政叢書 4 ・成文堂、 199 7 年)
7 3 年以降について、他にも同様な考え方を示すものがある。 (井村秀文、勝原健編、
『中国の環境問題~ 4 7 頁、東洋経済新報社、 1 995 年 3 月)
3 原文は「調整、乳園、充実、提高J
4 この間の事情は片岡前掲書 1 7 頁に詳しい。
5 片岡前掲書 44 頁
6 r単位」とは、「勤務先j という意味であり、企業、政府機関など従業員に対 し、給料
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を支給し、住宅、福利厚生の世話をする職場の組織をしづ。(~中日辞典』小学館)
7 3 2 文字方針は原文で「全面規画、合理布局、総合利用、化害為利、依集群衆、大家
動手、保護環境、造福人民」。 この方針は国連人間環境会議で示された(片岡前掲書 1
7 頁) 。 なお、 7 9 年制定の環境保護法(試行)第 4 条にそのまま規定された。
8 同決定は 1 973 年 1 1 月 1 3 日付で国務院から省、直轄市、自治区革命委員会と国




ならないことを意味し、環境保護法第 2 6 条に規定されている。
1 前掲『中国環境保護行政 20 年~ 1 4 頁
12 向上 1 6 頁





員会の党委員会、党組織などに通知された。(前掲『環境保護行政 2 0 年~ 2 0 頁、 4
5 6 頁、片岡前掲書 2 2 頁)
なお、「文件J とは、共産党、政府、行政機関、立法機関などが作成、発布する公的
性格を持った文書、通知をいう。
16 同法第 6 条において環境汚染を引き起こした単位は「誰汚染、誰治理j の原則に基づ




国環境保護工作手冊~ (海洋出版社、 199 7 年) 7 6 頁以下、片岡前掲書 2 5 頁)




わせるとともに、環境行政部門の資金と しても使用させた。 (片岡前掲書 2 7 頁)
19 野村好弘・作本直行編著『発展途上国の環境法~ (アジア経済研究所、 199 3 年)
4 7 頁、片岡前掲書 29 ， 3 0 頁
20 前掲『中国環境保護工作手冊~ 7 8 頁、片岡前掲書 3 2 頁以下
21 片岡前掲書 40 頁、片岡は、二酸化硫黄の排出量についていえば、この会議で承認さ
れた「環境汚染の発展を押さえる J との目標は、汚染増大速度を抑えるということであ
り、汚染状況の悪化を公認するものだ、ったとする。









23 1 9 9 2 年 8 月 1 0 日に出された「党中央、国務院批准の外交部、国家環境保護局が
国連の環境と開発に関する会議に提出報告した我が国の環境と発展についての十大対
策J (前掲『中国環境保護工作手冊~40頁)
24 ~中国環境年鑑 19 9 6~ 1 頁
25 ~中国環境年鑑 1997~ 184 頁
26 同綱要は 2 000年に環境汚染と生態破壊の傾向を基本的にコントロールし、一部の
都市と地区の環境質量をかなり改善しようとしづ環境保護目標の実現を掲げている。
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環境保護法は第 1 1 条で国務院や省等の地方政府は毎年環境状況公報を定期的に発表し
なければならないとしており、 1 997年 5 月に国務院から公表された í 1 9 9 6 年中国





ア 二酸化硫黄 (S 02 ) 
1 9 9 7 年の中国全土での排出量は 234 6 万トン、工業起源が 1 852 万トン、全体
の 78. 9 %を占めている。 残り 4 9 4 万トンは生活起源となっている。 工業起源のうち
県レベル以上が 136 3 万トン、 73. 6%であり、郷鎮企業が残り 4 8 9 万トンを占め
てい る 。
主 として二酸化硫黄は石炭や石油などの化石燃料の消費により発生するものであり、 一
部の都市の汚染はかなり深刻となっている。 年間日平均値は、 9 6 年には北方都市で 8 3 
μg /m 3 、南方都市で 7 6μg/m 3 、全国平均では 7 9μg/m 3 となっている。 9
7 年にはこれが北方都市で 7 2μg/mヘ南方都市で 6 0μg /m人全国平均で 6 6μ 
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g /m 3 と好転 しつつある。
9 5 年には汚染の最も激しい南部の貴州省貴陽は年間日 平均値 424μg/m3、また、
無風状態や逆転層の起きやすい盆地の四川省重慶では、消費する石炭の質が悪いこともあ
り、 338μg/m 3 という測定結果が報告されてい る。なお、 9 6 年には、それぞれ 4
1 8μg/m3、 321μg/m3 とほぼ横遣い と なっていま。
また、各省、 直轄市別では、 9 5 年の全国の総排出量 1 8 9 0 万 8 2 7 3 トンのうち、
山東省が最も多 く 、 231 万 915 7 ト ン、次いで四川省の 223 万 2 8 0 3 トン、 河北
省の 116 万 232 6 トンとなっている (2 ← l 表) 。
日本の大気の測定の濃度は p pm と容積比で表し、中国の重量比と の関係で比較は困難
であるが、最近発表された中国の国立能源(エネルギー)研究所と名古屋大学との共同研
究では、 9 0 年の 1 km 2 当たりの年間排出量は中国で最悪の江蘇省南通市や徐州市では 7
5 年に日本で最悪だった大阪府の 40イ倍苦以上という猛烈な汚染状況であるとされてい る:
日本では公害が滋しかつた 1 9 6 7 年に二酸化硫黄の測定値が最悪であつた。このと き
の年間日平均値は 1 7 0μg/m 3 、 9 6 年は 2 3μg/m 3であった。 これと上述 した 9
5 年の貴陽とを比べると、貴陽は日本の 6 7 年の 2 ・ 5 倍、 9 6 年の約 1 8 倍とし 1 う猛烈
な汚染となっている。参考に 2-1 図に南部都市二酸化硫黄年間日平均値ワース ト 4 0 (1 
9 9 3 年末)を示す。
イ 二酸化窒素 (N0 2 )
都市部において自動車の排気ガスを原因とする汚染が激 し くなりつつある。 9 6 年の濃
度平均値は、北方都市で 5 3μg/m 3 、南方都市で 4 1μg /m 3 、全国平均では 4 7 
μg /m 3であり、前年と比べ横這いとなっている。 人口 100 万人以上の大都市や特大
都市で二酸化窒素による汚染が発生しており、広州、北京、上海の汚染が特に深刻で、あ り 、
年平均濃度 100μg/m 3以上となっている。 これに次いで武漢、鄭州、済南、ケルム
チの都市の汚染も深刻となっていζ 9 7 年の濃度平均値は、北方都市で 4 9μg /m 3 、
南方都市で 4 1μg /m 3、全国平均で 4 5μg /m 3 とやや改善 している。 なお、 9 4 年
の中国全体の自動車、オートパイ保有台数はそれぞれ 954 万台、 1 ， 500 万台である
が、 年々台数が飛躍的に伸び、 201 0 年には 4 ， 500 万台、 1 億台に増加が見込まれ
ており (2 - 2 表)、急速なモータ リ ゼーショ ン化に伴う汚染が懸念されていZ;
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ワースト 40)南部都市 S 02年間日平均値の願 (1 9 9 3 年、2-1 図二酸化硫黄総排出量 (1 995 年)2-1 表
0.5 
百三司












2 級環境基準 0.05 













0.023 ( 日本の ' 95年)
(出典:菱田一雄「海外技術協力レポート 」 外交フォーラム 9 7 年 9 月)
(単位:万台)
項 目 1 990 年 1 994年 2 0 0 年 2 0 1 0 年
自動車 551 954 2 0 0 0 4 500 

























エアロゾとは、大気中に浮遊する粒子状の物質(浮遊粉塵、浮遊粒子状物質 (T S P) 24444 南海















9 6 年の総浮遊粒子状物質の濃は未燃のカーボンがすすになったものが主なものである。421624 震甘











9 7 年は、全国平均 291μg /m S、北方都市平均は 381μg /m S、南方都市平均
は 200μg /m S とやや改善の傾向にあるが、国家二級基準 (2 0 0μg /m S ) を超過
する都市は 6 7 都市、都市総数の 7 2%に達している。
エ降塵量
総浮遊粒子状物質のうち、地上に降下するものを降塵(降下煤塵)という 。 9 6 年の全
国の都市の降塵量の平均値は 16.2t/km 2 ・ 月であり、前年比で 1. 5 t / km 2 • 
月下降している。 この量は日本 1 6 地点の平均降下量 (3. 3 t/km人月; 1 990 
年)の 5 倍程度である。 北方の都市の降塵量の平均値は 23.2t/km 2 • 月と南方の
都市の平均 9.14t/km九月よりもかなり高くなっている。
9 7 年は全国都市 15.30t/km 2 ・ 月、北方都市 21 . 48/km九月、南方都
市 9. 29 t/km 2 ・月とやや改善の傾向にある。
オ酸性雨 (pH5. 6 以下の降雨)
酸性雨は二酸化窒素や二酸化硫黄の排出を原因として起こるものであり、中国では主に
長江以南、青海チベット高原以東、 四川盆地に分布している。 湖南省の省都 ・ 長沙を代表
とする華中酸性雨地区は降水の酸性度が最も低く、酸性雨の出現頻度も最も高く、年々厳
しさを増している。 西南酸性雨地区の汚染レベルはこれに次いでいる。 9 6 年の公報のデ
ータでは、全国 84 箇所の観測のうち、 4 3 都市 (9 7 年 4 4 都市)で酸性雨が記録さ
れている。 湖南省長沙の年平均 PH値は 3. 5 4 であり、全国最低となっている。 降水の
年平均値が 4. 5 以下の都市は、長沙、福建省慶門、江西省議州、四川省宣賓であり、酸
性雨の出現率が 90 %以上の都市は、宣賓、湖南省衡陽、長沙、議州である。
また、 二酸化硫黄濃度の高い四川省重慶では、 9 2 年には降雨の年平均PHは 4. 4 、
酸性雨の出現頻度は 7 1. 5%を記録したといわれており、重慶では酸性雨被害の範囲が
80 年代の 1 0 0 0 km 2 か ら、今では 2 0 0 0 0 krn 2 まで拡大していると報告されている。
国際的にも中国の二酸化硫黄排出量はずば抜けて多く、日本や韓国などにも移動してい
ると いわれる。 日本の酸性雨中の硫酸イオンは、中国起源のものが 10.-....50% を占める
と見られており、毎年 10 %程度排出量が増えており対策をとらなければ来世紀はじめに
は現在の二倍に達する とする報告も ある。 最近、日本の環境庁の主導で国境を越えて酸性
雨を監視する 「東ア ジア酸性雨モニタ リ ング・ネ ッ トワーク システム J が 2000 年から
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正式稼働する予定となっており、中国がこれに参加する ことによ り 国際的に酸性雨の発生
源が解明されることが期待される。
(2 )水質
9 7 年の環境状況公報では、排水総量は416 億ト ン、 工業排水が 2 2 7億トン、 生活
排水が 189 億トン と なっている。 工業排水排出量の うち県 レベル以上の工業によ る もの
188 億トン、郷鎮企業によるもの 3 9 億トンとな っている。




全国 2 ， 222 箇所のモニタリングセンターの観測結果による 7 大水系の汚染順位は、




ると、 1 . II 類に適合する河川は 3 2. 2%、皿類に適合する河川は 28. 9 % 、 w.v
類は 38. 9 %である。 7 大水系を水系別に分析した状況は 2-3 表のとおりである。 な
お、都市河川 138 について、 V類基準を超える水質の河川|は 5 3 、 V類基準に属する河
川|は 2 7 となっており、両者で全体の 6 割を占めており、汚染の進行が窺える。
( 3 )水資源
近年水資源の不足も深刻な問題となっており、水質の悪化とともに利用可能な水量を減
少させている。 特に、中国は一人当たりの水資源量は米国の 1/5 と、世界の中でもかな
り少ない。 黄河は過去 8 年間毎年ある期間干上がっており、 1 996 年には、海に注 ぐ山
東省に達する前に数週間にわたって干上がり、断流日数は 133 日に達 してい る 。
断流が初めて発生 したのは 7 2 年 4 月であり、山東省の利津水位観測所での同年の断流
は延べ 1 9 日間、 3 10kmに達している。 9 7 年は前年より 一週間早く干上が り、中国水
利省水資源部によると、断流現象が記録上最も早い 2 月 7 日 か ら始まり、 9 月 2 6 日まで
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2-3 表 7大水系水賀状況
水系名 1 • II 類 E類 N.V類 汚染物質等
長江 38. 8% 33. 7% 27. 5 % アンモニア窒素、過マンガン酸
塩指数、揮発性フェノール、 一
部銅
黄何 8. 2% 2 6. 4% 6 5. 4% アンモニア窒素、過マンガン酸
塩指数、 BOD、揮発性フェノ
一ー/レ
水枯れ現象が顕著、 9 6 年には
水枯れ日は 136 日、延長約 7
OOkm 
珠江 49. 5% 3 1. 2% 19. 3 % アンモニア窒素、過マンガン酸
塩指数、批化物















第 E 類は主に集中的生活飲用水のための水源地がある第 I 級保護区、珍種の魚類保
護区、魚及び蝦の産卵場などに適用






1 9 回発生、合計日数が 226 日に達した。 区間も河口から河南省開封市近郊まで 700
km'こ拡大している。 9 8 年においても、 5 月 2 7 日現在すでに 1 0 回、 100 日間の断流
が確認されている。 黄河は全長 5 4 6 4 km、青海省を源に 9 つの省・自治区を流れ、 激海
に注ぐ。 流域は日本の面積の約 2 倍に当たる 7 5 万km 2 であり、約 1 億 7 千万人が黄河の
水に頼り、農工業で生活している。 鄭州市郊外の観測データでは黄河の年間流量は、 5 0 
年代には 482億m 3であったが、 9 0 年代には 200 億m 5 、 9 7 年には 143億m 3 と
観測史上最低を記録したとされている。
黄河は地下水の酒養にも寄与しているので、山東省では地下水の取水も困難になるとい
う事態を生じている。 断流の原因としては、 1 990年以降の小雨で水量が 190億m 3
減少したこと、川|の水が農業の濯瓶に使われていること、経済発展に伴って工業にも使わ
れていること、水の値段が極端に安いこと、行政区画にまたがり、縦割り行政の弊害で統
一的管理・分配が不徹底なことなどが挙げられる。 特に黄河の水の 9 割は農業用水に充て













第 4 次森林資源調査統計によれば、中国の森林面積は l 億 3 000 万 ha で、全国土面
積に対する森林被覆率は 13.92%を占めるに過ぎない。 これは世界の森林面積の 3""'
4% を占めるに過ぎず、 一人当たりの森林面積はわずか O. 1 1 4 ha である。 日本の森
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却処理されていないということは、最近日本で大きな問題となりつつある猛毒のダイオキ林被覆率は 67% とアジア諸国の中では韓国に次いで高いが、中国の場合はシンガポール
シン発生の恐れはないという利点、はある。このため、植樹活動は近年活発に行われて(2 -2 図) 。の 7%についで低くなっている
現在、中国で処理がなされている都市部の生活ごみは全体のわずか 3%にすぎず、残り9 7 年の環境状況公報では、同年に全国民の義務的な植樹を 2 5 億株、人工造林をおり、
2 の 97%以上は堆積するしかないといわれており、その量は 6 0 億トンを超えてい る。山を封鎖して育林2 万 h a 、航空機により種子を散布する造林を 100 万 h a 、4 2 1 . 
これにより多くの土地が必要o 0 以上の都市は周囲を野積みのごみの山に固まれており、7 万 h a と報告されている。した面積が 3 8 6. 
になるため、都市の発展が阻害されるとともに、処理場周囲の地下水、土壌、大気が深刻国土に占める森林被覆率の割合
ごみから発生する可燃ガスにより引火事故発生の恐れまた、な汚染の影響を受けている。
9 5 年の都市ごみと糞便の回収量は l2-3 図のとおり近年改善傾向にあるが、がある。





























9 6 年 7 月には企業投資によって園内技術を採用したごみ焼却工場を建設するとともに、
(出典:世界銀行 1 998 年統計資料) ドイツの援助を受け、現在二つの大型ごみ衛生埋立さらに、場の一号炉が稼働している。








険廃棄物は 1 077 万トン、約 1%を占めている。県レベル以上の国体廃棄物リサイクル
率は、







10000 9 5 年の全国ライフスタイノレの定着により、特に都市部において深刻さを増しつつある。
8000 
6000 




















利用センタ-4 、ごみ加工肥料工場 3 、ごみ燃焼エネノレギ一発電所 2 を建設するで定であ
較にならないほど影響が深刻なものと考えられる。
以上見たとおり、中国における廃棄物の処理は大きな問題となりつつある。 毎年の固体
廃棄物が環境に与える経済損失は 9 0 億元、毎年発生している十分利用されていない固体る。 これらにより北京市のごみ無害化処理率は 60%に達する見込みである。
このように、中国のごみ処理は埋立てや堆肥が主流となっているが、先進国のいくつか
では燃焼処理がかなりの部分を占めている。 2-4 表のとおり、スイスでは 80%、日本











いており、全国で市県レベルで 2 8 0 0 箇所の回収拠点、 1 2 万カ所の回収ステーション
が置かれている。 9 6 年は金属から布に至るまで約 1 000種類の資源を計 1 600 万ト
ン、金額で 122億元分回収されている。近年の経済成長に伴い、中国においても大量廃




の発端となったのは、いわゆる「洋ごみ事件」である。 9 5 年から 9 6 年にかけて、米国
から医療廃棄物、生活ごみなど手数料目当てに中国に不法に持ち込む事件が相次いだ。 中これに併設してごみ
国名 埋立% 堆肥% 燃焼% 鰍工場簡所教 農ごみ量(万 1 ・年)
米国 7 5 5 1 0 157 136 9 
日本 2 3 4.2 7 2.8 1 8 9 9 308 6 
英国 8 8 1 1 1 3 8 180 
フランス 4 0 2 2 3 8 284 200 
スイス 20 一 88 34 170 
スウヱーデン 3 5 1 0 5 0 2 3 140 
デンマーク 1 8 1 2 70 4 6 
中国では、既述の




のM工業が技術提供 (出典:李齢制国ごみ発電の獄t 見通 しJ)
国政府は取締に乗り出し、 9 6 年中に 200隻以上が進入を阻まれた。 特に、 9 6 年 4 月
















プラスチック等の包装材料の市場は世界的にも 1 9 9 0 年から 9 5 年の問に年平均 8. 9 







北方で、は特に顕著であった。 夏の異常高温は長江流域から黄河流域まで出現したが、 9 8 
年はさらに高温となり、範囲が広がっただけでなく、持続時間も長くなっており、社会経
済と人民生活に重大な影響があったとされている。 チベット高原東南部でかなり気温が低
かった以外は大部分の地区で高温であり、 8 7 年度以来、 1 1 年連続して暖冬となった。





9 4 年時点の中国の二酸化炭素排出総量は 8 億 3 千万トン、今後 2 0 年間で倍増すると
考えられている。一方、原子力によるエネルギー利用は十分な安全設備や管理が不可欠で
ある。中国の発電電力は 7 1 年'" 9 3 年に国内総生産 GDP 8. 1 %を上回る 8. 5%の
伸びとなっており、世界平均 4. 6%やO ECD諸国の平均 3. 4%を上回るなど大幅な
伸びを示している( 2-5 表)。
環境面からこれらの動向と展望を概観する。










































(注) OECD/ IEA ,Energy Statistics of Non-OECD Countries にお
いて 「アジア 」 と分類されている諸国と中国、日本を加えた43の
諸国・地域をアジアとした。
(出典 rアジア環境白書~ ) 
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ア石炭
9 7 年に李鵬国務院総理の名で公表された「中国のエネルギ一政策J によると石炭工業
は経済発展を支え、人民生活を保障する基幹産業であり、中国の 70%以上のエネルギー




今後機械化や規模の大型化により克服されていくことになるものの、 200 0 年には年








2 - 6 表 今後のエネルギー生産能力に対する予測
2000 年 2 0 1 0 年
石炭(億トン) 13. 5 1 8 
石油(億トン) 1. 6 5 2 
天然ガス(億rn3) 200 250-300 
水力発電(億KWH) 2200-2300 4000 




なお、最近の統計に拠れば、石炭の生産量、消費量は 9 5 年をピークにして漸減の傾向
にあるものの、 9 7 年にはそれぞれ 74. 1 %、 73. 5 %と依然高くなっている。 した
がって、これに伴い石油、天然ガス、水力が漸増となっている(第 6 章 6-3 表参照)。
ちなみに日本の 9 5 年度のエネルギー供給構造で、は、石炭 1 6. 5%、石油 5 5. 8% 、
天然ガス 6 . 8%、水力 3. 5% とかなり石油に依存した構造となっている。
イ 石油 ・ 天然ガス
9 6 年の原油生産量は 1. 5 8 億トン、天然ガス生産量は 201 億m 3である。 現在で
も原油の輸入国になっており、今後、特にクリーンエネルギーで二酸化炭素の排出も少な
い天然ガスが注目されている。 石炭が主のエネルギー供給構造を転換するため、天然ガス














191 9 年に孫文が著書「実業計画J の中で提唱したものであり、孫文死後、蒋介石の南
京国民党政府も 3 2 年、 3 3 年と連年三峡ダム建設を打ち出したが、日本の東北部(旧満
州)侵略や内戦の悪化などを理由に中止された。 また、 4 6 年にも国民党政府と米国が共
同で調査設計を開始したが、国共内戦の本格化により中止を余儀なくされているD 第二次
大戦後もダム建設についての検討が続けられていたが、高度経済成長路線を決定した 8 2 
年 9 月の共産党第 1 2 回大会以降、エネルギー需要の必要a性から建設が日程に上ることと
なった。
三峡ダムは貯水池としてせき止められる揚子江の区間が 650km、貯水容量は 393億
m 3 と日本最大の奥只見ダムの約 6 6 倍、年間の発電電力量は 847億 kwh と世界最大で、
9 3 年の中国全体の発電量 8 ， 395 億 kwh の 13討をまかなうことができる。 総投資額
も約 2 5 0 0 億元 (298 億ドル、 9 5 年 1 0 月時点)にものぼる。完成予定は 2 0 0 9 
年となっており、今後の経済成長、先進国入りを目指す中国にとって不可欠な社会的基盤
である 。 しかも、揚子江流域は今世紀に洪水によって死亡した人は 3 2 万人以上もいる。
特に近年は洪水防止機能を持っていた洞庭湖の面積縮小により増水時に水量を収容する能
力が低下し、洪水が起きやすい状態となっている。 8 1 年には、建国以来最大の洪水が発
生し、被災者 158 4 万人、水没県市数 119 、損害額 20億元の被害があったと伝えら
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れている。 そして、 9 8 年には史上最大といわれる洪水が発生し、 8 月 2 2 日現在、被災
者 2. 2 3 億人、死者 300 4 人、直接の経済損失 1 666 億元と伝えられている。
とのため、本ダムは完成すれば、治水上有効な働きをすることになり、下流に住む 1 3 0 
0 万人の命が守られることとなるとされている。
また、同規模の火力発電所を建設した場合、毎年 5 千万トンの石炭が必要になり、地球
温暖化の原因となる 1 億トンの二酸化炭素、 100 万'"'-'200 万トンの二酸化硫黄、 1 万
トンの一酸化炭素、 3 7 万トンの二酸化窒素、大量の煤煙を発生することとなる。 中国の
二酸化硫黄の年間排出量は 200 0 万トンに達するとみられており、三峡ダムの建設によ
































ダムは、 9 4 年 1 2 月 1 4 日に着工されている。しかし、以上のような対策に対しでも
依然として疑問が呈されているとともに、現場は地盤の弱い石灰岩層で地滑り地帯であり、
きわめて危険との指摘もある。また、ダム建設反対を訴える女性ジャーナリストの戴晴は
専門家 600 人による環境影響評価では、利害の比率を 1 対 8 0 と結論づけている。米国
輸出入銀行も環境破壊や移転者の人権上の問題から融資を控えている。一方、中国四番目










計、建設した秦山の 3 0 万 kw一基と大亜湾の 9 0 万 kw二基の計 3 基しかなく、総発電
量の 1%程度を占めるに過ぎない。 2 0 0 0 年までには、さらに秦山二期・三期、広東嶺
襖、遼寧の四つのプロジェクトの設備総容量は 660 万 kwに達する見通しである。 中国
政府としてはまず外国の技術を取り入れるとともに、国内に豊富にある天然ウランを活用
し、安全性に配慮、しながら、 201 0 年頃には 3 0 基 (2 0 0 0 万 kw の設備容量)、 2
-40 ・
(29) 




国の原子力発電所は 2-7 表、 2-4 図のとおりである。
2-7表 中国の原子力発電所
名称 炉型 容量 基数 サイトなど
1霊 泰山 I PWR 30 万 kWx1基 設計・建設は自主技術、圧力容器
と主要大型機器は海外から輸入。
転 1994年4月 1 日商業運転開始大亜湾 PWR 9 0 方 kWX2 基 フフマトム社などから輸入、
l号炉1994年2月 1 日商業運転開始
中 2号炉1994年5月 6 日商業運転開始










言十 (第 9 次 5 ヶ年計画に含まれるもの)
連雲港 PWR 100 万 kWX2 基 (ロシアから輸入、炉型
VV E R-1000) 
函
泰山田 CANDU 70 万 kWx2 基 1996年11月カナダAECL等と建
設契約
中
検 泰山N PWR 6 0 万 kW-----I00 万 kWX2 基
嶺襖 I PWR 100 万 kWX2 基
遼寧 PWR 100 万 kWX2 基 (遼寧省の瓦房店)
九江 PWR 100 万 kWx4 基 (サイトは江西省の九江市帽子山)
討 二門湾 PWR 100 万 kWx4 基 (サイトは斯江省のニ門県)
陽江 100 万 kWx4 基 (サイトは広東省西域の陽江市)
海陽 PWR 100 万 kWX6 基 (サイトは山東省の海陽県令家圧)
泉州湾 PWR 100 万 k\VX 6 基 (サイトは福県省の恵、安県泉州湾)
中 その他、湖南省、河北省、広西省、海南省、吉林省での建設も検討中。











17kw、発電量は 8 1 3 k 
whで世界の平均水準の四分のーにすぎず、世界の第 8 0 位であった。長年にわたって全
国で 20%前後の電力が不足し続けており、地域的給電制限も深刻で、電力供給は逼迫し
た状況にある。石炭火力発電や水力発電開発に最大限努力しでも、 2 0 2 0 年には 500
0 万"-'6000 万 kwの電力が不足することとなる。 また、風力エネルギー資源も豊富で
あるが、技術面、経済面などの原因で、今世紀末までに計画されている風力発電の最大出
力は 100 万 kw にすぎない。 このため、原子力発電は電力不足を補うとともに、交通運
輸の逼迫を緩和し、環境汚染を軽減するためにふさわしいエネノレギーであるとされている。
懸念されるのは安全性と核廃棄物の処理についてであるが、中国側は稼働中の原子力発
電所に対して、国際原子力機関( 1 A E A) や国外の原子力工業界の専門家も安全水準に
対して高い評価を下しているとしている。事実、発展途上国への原子炉の輸出実績がある。
すなわち、パキスタンに加圧水型炉 3 0 万 kw一基を輸出しており、 9 3 年に着工、設備
の備え付けが完成し、テストの準備段階に入っている。また、 二基目も交渉中である。イ
ランに対しては、 3 0 万 kw二基が 1 9 9 3 年に契約済みであるが、米国への外交的配慮、
から建設は凍結されている。 アノレ、ジエ リ アに対しても、熱出力 1 万 kwの重水研究炉が輸
出されている。
しかし、報道されるところによれば、 9 5 年 2 月 1 6 日に大亜湾原発で原子炉緊急停止
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のための 「命綱J の制御棒が、規定時間内に炉心に降りない異常が起きているな ど、 9 4 
年の運転開始から 9 7 年 2 月までの聞に 2 1 回のトラブルを起こ している。 事故・故障の
レベルは国際原子力機関の自己評価尺度で比較的軽微なレベルとされているが、発注価格
の値切りすぎ、が一つの原因ともささやかれているといわれている。







選定されている。一つは、北西地下処分場で蘭州核燃料廠に設置され、 1 9 9 6 年から廃
棄物の搬入が開始されている。容量は 6 万m 3で将来は 20 万m 3 まで拡張可能とされてい
る。 もう一つは、南部地下処分場で大亜湾原発に近い長湾に設置され、 1 9 9 7 年から利
用が始まっている。 第一期は 8 万m 3で第二期は 1 6 万m 3が予定されている。 高レベル液
体放射性廃棄物はガラス匝化を採用することになっていて、 四川省宣賓核燃料廠に建設さ
れており、 2000 年に稼働予定である。 高レベル核廃棄物最終処分場については、候補
地域選定が 2030 年、建設は 2 0 5 0 年となっている。





進められる中国では、 2 0 2 0 年までに電力構成の面で原子力発電を現在の 1%から 5%




は、 2-:-5 図のとおり 1 9 9 4 年で世界の総排出量 6 2 億トンの 1 3. 4% 8 億 3 千万
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トンを占め、アメリカに次いで 2 位となっている。一人あたりの排出量は人口の多さもあ
り、 O. 7 0 トンとなっている。今後の経済発展、人口増加、生活水準の向上に伴うエネ
ルギー消費により、 201 0 年には 1 2 億 120 0 万 t に、 2 0 2 5 年には約 2 9 億 6 7 
o 0 万トンと約 3. 6 倍に大幅に増加し、環太平洋諸国の排出量の過半を占めるとの予測
もある。





汚染源として大きな問題となりつつある。 9 6 年の環境状況公報では、全国郷鎮企業汚染
源調査の初歩的調査結果が紹介されているが、それによれば全国の工業総生産高に占める
比率は 8 9 年の 23. 8 %から 4 2. 5%に上昇する一方、 9 5 年の二酸化硫黄排出量は
全国の 28. 2%、粉塵排出量は 68. 3 %、化学的酸素要求量 (COD) 排出量は 46.
5%、固形廃棄物発生量は 38 ， 6 %など、環境汚染の脅威となっていることを示してい
る 。 郷鎮企業による環境面での弊害として、資源の浪費、生態環境の質量悪化、企業の従
業員や住民への健康被害、農業生産への重大な損失などが懸念される。
また、国家環境保護局、農業部、財政部及び国家統計局が連合で 9 6 年から 2 年間にわ
たって実施した「全国郷鎮工業汚染源調査J によると、 9 5 年に汚染源が 1 2 1. 6 万個、
工業生産値は 1 兆 926 0 億元で郷鎮工業全体の総生産値の 37. 6%を占めているc 汚
染源は主に非金属鉱物製品、紡織、食品加工、金属製品、化学工業、機械製造等の 6 つの
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業種に集中しており、漸江省、江蘇省、山東省、広東省の 4 省で郷鎮企業汚染源企業の 1
/1 0 を超えている。いわゆる「三廃J の観点から見ると工業粉塵、工業固体廃棄物の排
出量が 8 9 年に比べて 246% 、 182% 、 552%の大幅な増加となっている。また、
今後の予測として、郷鎮工業の排水排出量は、 2 0 0 0 年には全体の事業の 35 %~40
%、 COD は 60%~69%を占めるとともに、二酸化硫黄、煤塵など大気排出量は、毎
年 2%の速度で増えるものとされている。 経済発展に伴う郷鎮企業の汚染が し 1かにすさま
じいものであるかということがわかる。
このような小規模事業に対する取締りの端緒として、汚染の激しい准河流域では、 9 5 
年 8 月に「准河流域の水質汚濁防止に関する暫定条例」を制定、国務院環境保護委員会の
決定により、 9 6 年 6 月 3 0 日までに年産 5 0 0 0 トン以下の小規模製紙工場をすべて閉
鎖することとし、期限までに 9 9 9 の工場が閉鎖された。 さらに、 9 7 年末までに全流域
の工場が国の排水基準をクリアすることを義務づけており、この方式は「准河方式」と 呼
ばれ、全国に採用されている。
中国三大湖沼の一つである江蘇省の太湖に対しても、国務院は 1 996 年に無錫市で開
催した環境保護執法現場検査会で 9 8 年末までに太湖流域のすべての工業汚染源が排出基
準に到達しなければならないとするとともに、 2 0 0 0 年には太湖の水質をクリーンにす
ることを目指し、 9 9 年 1 月から流域の一切の工業企業は水質基準を超える汚水を排出 し
てはならないとしている 。 遵守しない工業企業は法により閉鎖、業務停止を受けること と
なる。
また、 9 6 年 8 月、国務院は「環境保護の若干問題についての決定J を公布、これら小
規模企業に対する環境面での取締りに乗り出した。 具体的には、同年 9 月 3 0 日までに年





o 024 企業のうち、河南省の 1 6 7 5 9 企業を筆頭に全体の 6 g. 2 %に当たる全国の
48458 企業が所定の期日までに処分を受けている。
3 健康被害の懸念
1 9 9 6 年の環境状況公報によれば、環境要素は住民の健康と死亡に影響を与える要因
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のーっとされており、都市と農村の男女別の 1 0 万人当たり 656 人の死亡率が示されて
いる。死亡原因別として悪性腫蕩死亡率については、都市 1 3 1 (男 1 6 0 ，女 1 0 1 )、
農村 1 0 5 (男 1 3 0 ，女 7 8) であること、呼吸器系統疾病死亡率については、都市 9
2 で死亡原因の第四位、農村 161 で死亡原因の第一位ということが報告されているが、
これらの事実と環境汚染との因果関係は示されていない。また、 9 6 年には 2 9 の省、自
治区、直轄市で 144 6 件の工業汚染事故が発生しており、前年に比べ 517件と大幅に
減少している 。 その中で水汚染事故は 667 件で全体の約 46%を占めている。大気汚染
事故 585 件、固体廃棄物汚染事故 3 8 件、騒音汚染事故 3 9 件と続いている。
一方、 1 995 年の「各地区環境汚染と破壊事故状況」によれば、総事故件数は 196
6 件、経済損失は約 9 938 万元となっており、原因別では水汚染 (1 022 件)、大気
汚染 (7 3 2 件)、国体廃棄物 (7 0 件)、騒音振動 (4 0 件)の順となっている。また、
死傷者は 4 2 765 人となっている。 9 1 年以降の年別では、 9 1 年と 9 4 年が 3 000 
件を超えているが、 9 2 年と 9 3 年は 2700件前後、 9 5 年、 9 6 年は大幅に下落して




関関係があり、 S 02濃度が 1 0μg 増すごとに 5%増加するとされてい忘
②重慶市内の大気汚染の激しさを示すものとして、 199 1 年の重慶市内と中国全土の
死亡率を比較したデータがあり、重慶市内の居住者の死亡率は、中国全土より 1. 3"-' 
2. 9 倍高く、特に呼吸器系の疾患で高くなっている (2- 8 表)。
2-8 表 中国全土と重慶市内における死亡率(人/10 万人)等の比較 (1991 年)
分類 全体 呼吸器系疾患 悪性しゅまう 先天性疾患発生率(%) 
中国全土[3.J S65 83 130 1.3 
重慶市内 [b] 854 235 171 1.9 
b/a 1.51 2.85 1.32 1.46 
1500 
(出典:坂本和彦、王青躍「中国重慶の大気汚染の実態と民生用対策J)
また、重慶市環境科学院が 198 9 年から 9 0 年にかけて行った調査では、酸性化地域
と一般地域では肺ガン死者数、呼吸器系の患者数は 2 倍とされており、健康面で 2 億 3 1 
6 7 万元の損失とされている (2 - 9 表) 。
2-9 表 重慶市における酸性化被害の経済価値(重慶環境科学研究院調査 1989・1990)
| 生態系 | 健康 ( 人工物
1__ ~ __".. ~ ~ ~ _ ^ , ._a ..肺ガン死者数2倍。 1金属の腐食スピード8倍。 1酸性化地域と一般l野菜・穀物生産量25%減少。 1~~~~;:;~;:IA.r)'ft 1 : '~~/'~~'~~ ~_~~::eff\ * 1 地域との被害の差 |森林300平方キロ枯死。 I呼吸缶ボの患者割合2倍。 !塗装寿命 1年(一般地域の半|
| 一人当たり医療費4倍。 I 分以下) 0 I 
2-6 図 全国汚染事故件数
件数
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③肺ガンによる死亡は 1 0 万人中 35. 6 人となっており、 9 5 年の全国の都市の浮遊
粒子状濃度は華北地方ではWHO基準の 4-----5 倍、華南でも 3 倍あまりとなっている。




⑤河北省のある村では、 200 以上の制革工場が集中し、毎年 100 万トン近くのクロ
ムを含んだ排水を放出したため、 300 メートル地下の地下水が厳重に汚染された。 こ
¥ 
のため、この村からは 3 年連続して徴兵に一人も合格しなかったとともに、女性は妊娠











中国環境報、 1 997 年 6 月 7 日
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慶市の呼吸器疾患の死亡者は 1 0 万人当たり 235 人となっており、中国全体の 8 3 人
の 3 倍近くである。
43 前掲『アジア環境白書Jl 2 3 5 頁
44 京都新聞、 1 997 年 4 月 8 日
45 中国環境報、 1 996 年 9 月 2 1 日









その後、 8 9 年 3 月の第 7 期全国人民代表大会第 2 回会議、 9 2 年 3 月の第 5 回会議、
9 3 年 3 月の第 8 期全国人民代表大会第 1 回会議の政府工作報告の中で李鵬首相は繰り返
し、環境保護の重視や任務を提起している。
また、国際的には 4 1 の発展途上国が参加し、日本を含む先進 9 カ国がオブザーパー出





いる。 これらの原則は、 5 5 カ国の途上国の大臣が集まって地球環境問題について議論さ
れた 9 2 年 4 月のクアラルンプール宣言に継承されている。 特に、②の関係では三峡ダム
建設に絡み、 9 6 年にアメリカ輸出入銀行が融資を拒否したことに関して、江沢民国家主
席は全国環境保護会議座談会で、先進国が環境保護外交と称して環境問題で他国の内政に干
渉することを強く非難している。
中国政府が 9 2 年の リ オでの地球サミットに提出した正式文書「中華人民共和国環境と








きであると している 。 このよ う に、中国は発展途上国としての立場から経済発展を第一、
発展の範囲内での環境保護という国策を一貫して貫いており、国際的にはG77 + 中国 と
いう立場で発展途上国のリーダーと して行動している。
地球サミットで採択された 「アジェンダ 2 1 J において、各国が国別にアジェンダを策
定することを要請しているのを受け、 5 2 の部門、専門家 300名が参加する 「中国ア ジ
エンダ 2 1 J 編成指導班が組織され、 9 4 年 3 月に国務院第 1 6 回常務会議で 2 0 章 3 0 
万字からなる「中国 2 1 世紀議程・中国 2 1 世紀の人口・環境・発展白書J が審議・採択
され、発表された。 これは持続可能な開発をキーワードとして、環境保全のためにとるべ




9 6 年 3 月の第 8 期全国人民代表大会第 4 回会議で批准された「中華人民共和国国民経
済と社会発展“ 95" 計画と 2 0 1 0 年遠景目標綱要J では、 2 0 0 0 年に環境汚染と生
態破壊の加重の趨勢を基本的に抑制し、一部の都市と地区の環境質量を相当改善するとと
















環境保護に関する法令は、 1 970 年代から急速に発展し、中国の特色のある環境保護
体系を初歩的に形成しており、社会主義法律体系の重要な構成部分となっている。 法制建
設の段階は次の 3 つに分けられている。
①初歩段階 (1 9 7 3 年"-' 7 8 年)
7 2 年の国際連合の人間環境会議での 「人間環境宣言」は各国に環境を保護するための
政策、法律、基準の制定を原則的に要求し、とのことが中国の環境保護立法を促進した。
73 年 1 1 月に国務院が承認した「環境を保護、改善する若干の規定」は、 3 2 文字方針
や三同時制度等、比較的全般にわたって記述している。 それは中国の最初の総合的な環境
保護行政法規であり、同時にまた、中国の環境保護基本法の雛形となり、中国の現代的意
義のある環境保護立法の起点となった。 この後、環境保護事業は次第に進み、 7 4 年に国
務院は「中華人民共和国沿海水域の汚染を防止する暫行規定J を公布したが、さらに同年
「工業三廃試行基準」や「放射防護規定(内部試行) J 、 7 6 年に「生活飲用水衛生基準
(試行)J 7 9 年に「漁業水質基準」と「農田濯概水質基準J などの一連の環境基準を制
定、公布している。そして、既述のとおり 7 8 年の中華人民共和国憲法第 1 1 条で環境保
護を規定したことは、法制建設の面からも重要な意義のあるものとなった。
②発展段階 (1 9 7 9 年""88 年)










となった。 8 2 年 1 2 月の第 5 期全国人民代表大会第 5 回会議を通過した憲法の第 9 条、
第 1 0 条、第 2 2 条と第 2 6 条は環境保護と汚染防止に対する一連の重要な規定となり、
環境保護の立法を推進した。 8 0 年代に入ると中国の環境立法はかなり早いペースで整備
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され、環境保護法制の建設は国家の法制保護の最も活発な領域となっている。
汚染防止立法の方面では、 8 2 年 8 月公布の「海洋環境保護法」が海洋環境を保護する
単行法として、海岸プロジェクトの防止、海洋石油作業、陸地からの汚染物、船舶と海洋




自然資源立法方面では、 7 9 年の森林法、 8 5 年の草原法、 8 6 年の鉱産資源法と土地
管理法、 8 8 年の水法、野生動物保護法が継続して公布施行された。 この時期に、中国の
環境保護法律体系は基本的に完成した。
③飛躍改善段階 (1 9 8 9 年~)
8 9 年 5 月の全国環境保護会議は、環境保護事業の新秩序の建立を提唱している。 その
核心は制度建設の強化、監督管理の強化、法による環境の改善、環境保護法律・法規の不
断の改善であり、環境法制建設に対して更に高い要求を提出している口
8 9 年 1 2 月、第 7 期全国人民代表大会第 1 1 回会議で「中華人民共和国環境保護法J
が成立し、同日、施行された。これは 7 9 年の「中華人民共和国環境保護法(試行) J を






以上見たとおり、 1 979 年の環境保護法(試行)公布の後、 8 9 年の環境保護法の制
定にはじまり、「水汚染防治法J 、「大気汚染防治法」、「環境騒音汚染防治法J 、「固体廃棄
物汚染環境防治法」など基本的な法律の整備はなされつつある。 7 9 年以来、 9 8 年 6 月
までに環境保護法律 6 件、資源管理法律 9 件、環境・資源保護の行政法規 2 8 件、環境保
護部門の環境規章 7 0 数件、地方の環境法規と規章 900件以上が制定され、欧米や日本
の先進国の経験を取り入れ、かなり網羅的で、体系的な法制度が整備されている。 また、





き条約優先(環境保護法 4 6 条)





憲法 (8 2 年)











自然資源保護 | 汚染防止 6 件
6 件 | 例) 木汚染防紙、大気汚
例) 謀総、草殿、控| 賊治法、海洋環境保
業法 | 護法







精神として、①環境保護は基本国策 (8 3 年 1 2 月の第二次全国環境保護会議に提出)、
②「三同歩、三統一の方針J 、③ 3 2 文字方針 (7 3 年のストックホルムの国連人間環境
会議に提出され、同年の第一次全国環境保護会議で指導方針として認められる)が定着し
ている。 (国務院制定公布文は国務院批准の関連
唱ー・- -恒圃. .一一-，-， 司， ・・一一一一~ .. -, 
環境保護行政法規 2 8 件
翠法箆執注行文件単行 のた単行法のない主
めに制定された 要領域における






































を公布9 0 年 1 2 月に国務院が「更に一歩環境保護事業を進めることについての決定J
し、各級の人民政府、各部門、各企事業単位に対して、必ず厳格に環境保護法律、法規を
(~中国環境執法全書』等より作成)








能が強化された。 その後、 9 2 年全国環境保護庁局長会議では、立法を主としてきた状況
から、立法と執法をともに重視する状況に変えることが議論され、 9 3 年にかけて具体的
な検査の手続き、方式、方法等について決められている。 9 3 年 3 月に国務院が公布した
「環境保護執法検査を強化し、違法活動を厳格に取り締まることについての通知J は、明
確に当面かつ今後数年内の環境保護事業の重点を法律と宣伝活動により十分に環境執法監
督を強化することとしており、 9 3 年 3 月の全国人民代表大会で設立されたばかりの問委
員会環境保護委員会は環境執法検査を第一の重要な事業とし、環境保護法と野生動物保護






0 年 1 2 月)、北京と武漢における環境法制研修センターの設立なども行っている。




































( 5 ) 環境管理制度
中国の場合の環境保護関連制度の発展をみると、先に国家や党の政策の形式を持って公
布され、試行して制度として成熟してから法律として位置づけられるという特色がある。
例えば、 1 978 年 1 2 月に中国共産党の承認を受けた「環境保護業務報告要点J は、党
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① 三同時制度(環境保護法第 2 6 条)
建設事業において、汚染防止の施設を主体工事と同時に、設計、施行、使用しなければ
ならないとする原則であり、中国特有の制度である。
この制度の端緒は、 1 973 年に国務院が批准した「環境を保護、改善する若干の規定
について(試行) J であり、 7 9 年の環境保護法(試行)で具体化された。
三同時制度の適用対象としては、新築、拡大建築、改造の場合のほかに、技術改造項目
や環境破壊の可能性のあるプ口 、ジェクトである。
9 6 年の三同時制度の執行状況は全体で 89 . 97% とかなり高く、中国で最も有効な
環境管理制度として機能している。 省市別では、北京市、天津市、江蘇省が最も高く、つ




























































② 排汚費徴収制度(環境保護法第 2 8 条)
事業者が工場等から汚染物を排出する場合に事業所から一定の費用を徴収する制度。 汚
染者負担の原則の具体化であるとともに、環境保護に係る資金集めとしての目的を有する。
諸外国でも取り入れられており、 ドイツでは、 1 9 7 6 年 9 月に「排水収費法」として最
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(出典 r中国環境年鑑1997l ) 
の環境保護法(試行)において正式に規定された。 その後、国務院から発布された「排汚
費徴収暫行弁法 J (8 2 年)、「汚染源治理専門資金有償使用暫行弁法J により具体的な手
続きが決められている。
排汚費については、国家あるいは地方の排出基準を超えた場合に納める必要があるとさ
れている。 但し、排水の場合には、水汚染防治法第 1 5 条に基づき、基準を超えない場合
でも支払う必要があるとされている。 排出物としては、水、大気、固体廃棄物、騒音、放
射性廃棄物など 5 分野、 7 0 種以上に上っている。徴収額は、例えば水ではlt当たり基準



















汚費が地方の小企業に返されており、資金の不足をきたしていることである。 (9 6 年度
の排汚費総額は 8 7 頁の 3-6 表参照)





既に 7 9 年の環境保護法(試行)において本制度が位置づけられていた。 8 6 年に制定















かなり小さい場合は、環境影響登録表の記入で足ることとされた(同条例第 7 条) 。 また、
条例違反行為に対しては、過料等の行政処罰に処することができるようになった。
@ 環境保護 目標責任制度(環境保護法第 1 6 条、 24 条)
各級人民政府及び汚染を引き起こす企業に対して、自己の責任範囲内での環境改善の責
務を課す制度である。 1 989 年の第 3 次全国環境保護会議で省長、市長、県長、郷長は












1 985 年 1 0 月の国務院召集の「全国都市環境保護事業会議J で「都市環境総合整備
を強化することに関する決定J が出されたのを始まりと し 、 8 8 年 9 月の国家環境保護委
員会が公布した「都市環境総合整備に関する定量審査についての決定J で審査範囲を確定、
8 9 年 1 月から審査を始めている。
審査は、国家が直接 3 7 の重点都市に対して実施する「国家級審査」と省 ・ 自治区が管
内の県級以上の 300都市(全国都市の 60%以上)に対して実施する「省・自治区審査J
の 2 種類がある。 審査は、大気、 水、騒音、固体廃棄物、緑化の 5 種類、 27j議に対し
て「環境質量J 、 「汚染規制J 、「環境建設j 、「環境管理J の四方面から審査が行われる (3
-3 表) 。 国家審査都市は 2 7 指標すべて 、 省 ・ 自治区審査都市は 8 指標について審査が
行われる。 審査は毎年一回行われ、公表さよる。 9 5 年の審査結果は 3-4表のとおりで
あり、天津や北京の大都市が上位を占めている。
⑥の I 排出申請登記制度(環境保護法第 2 7 条)
排出申請登記制度は、汚染物質を排出する事業者は届け出て登記しなければならない制
度である。 環境保護行政主管部門が適時に関連汚染物の排出と汚染防止状況の正確な情報
を把握するのに役立つものである 。 この制度は既 iこ 198 2 年 2 月の国務院が発布した 「排
汚費徴収暫行弁法J に含まれており、 84 年 5 月の「水汚染防治法j 第 1 4 条や「大気汚









3 - 3 表 都市環境総合整備に関する定量審査指標及び計算方法
Jヂ号 | 指標名称
1 1 大気総浮遊粒子状物質年日平均値
環 I 2 |二酸化硫黄年日平均値
境 | 3 1二酸化窒素年日吋
質 I " 1 4 1飲用水源、水質標準達成率






J 1 11 1環境騒音標準達成区面積の割合
; I 叶工業廃水排出達成漂準率








建 1 20 1 生活ゴミ処理率
21 1建設完成区域緑化面積の割合
設 I;;î 自然保護区面積の割合
環 1 23 1都市環境保護手空指数
1 241環境保護機関建設
境 1 25 1 「三同時」 執行率
管 I "J汚物排出費徴収 徴収対象
26 
徴収率
理 1 2 7 1汚染改善施設運転率
唱/苛メー ! ;;::: l jヒエ1 8 l 4 民:::;;:;; l 
l 時/??メ- i olo | 005 I 3 13(O.10-X) 
| % I 100 80 仁三
l fン ( : lf十 :




1 % 100 30 I 4 14CX-30)/70 
%50 10 ! 4 14CX-10)/40 
「 % 1 90 I 30 I 4 1 4α-30 )/ 60 
1 % I 80 I 30 I 3 1 3α-30) / 50 




































1 1. 5α-50) /50 
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13(x-SO)/50 























得点 順位 都市 得点 順位
8437 -下 ハルピシ 77.01 20 
83.62 2 太原 76.04 21 
83.25 3 済南 75.18 22 
82.20 A 福州 74.53 23 
82.08 て〉 沈陽 73.80 24 
82.05 6 合肥 72.91 25 
81.81 7 南寧 7l.12 26 
81.63 8 長春 70.88 27 
81.37 9 南畠 70.71 28 
80.99 10 寧波 70.17 29 
80.58 11 昆明 l 69.37 30 
79.52 12 費腸 68.78 31 
79.50 13 銀川 67.28 32 
79.29 14 西寧 66.51 33 
79.21 15 蘭州 63.29 34 
78.83 16 重慶 64.39 35 
' 78.34 17 ウルムチ 60.59 36 
18 フワホト 56.91 37 
19 





止施設が竣工し、検査合格後、 1 カ月以内に処理しなければならない。 排汚単位が排出申
請登記表に記入後、事業主管部門がある場合は、まず先に事業主管部門が審査後、所在地
の環境保護行政主管部門に登記し、「排汚申請登記登録証」を受け取らなければならない。





























































期限内改善の概念は、 7 3 年の第一次全国環境保護会議で提出され、 7 8 年までに基本




























ろに適用するもの。 198 8 年から全国 1 8 都市と江蘇省、山西省で総量規制の基礎の上
に立って試行と拡大が実施された。現在では 9 6 年に改正された水汚染防治法第 1 6 条に















この制度は 8 8 年 6 月施行の「大気汚染防治法J ではじめて規定され、 「汚水処理施設
環境保護監督管理弁法j でも規定された。 現在は環境保護法の中で、現地の環境保護行政
主管部門の同意がなく、汚染防止設備を任意にはずしたり、稼働させないままにしてはな
らないこと(第 2 6 条)、同意を得ずに基準を超えた汚染物を排出した場合は、環境保護
行政主管部門により再度の設置使用が義務づけられるとともに、過料の処分を受けること
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となっている(第 3 7 条) 。 同様の規定は、 9 6 年改正の「水汚染防治法J 第 1 4 条及び
第 4 8 条に盛り込まれている。
過料の額は法規により異なっているが、 「大気汚染防治法実施細員IJ J 第 2 5 条 2 号では
500 元以上 3 万元以下、「汚水処理施設環境保護監督管理弁法J 第 9 条 5 号では 500




環境執法の重要な手段である。 70 年代に出現、 8 0 年代に発展、 9 0 年代はじめに成熟
したものである。 8 3 年の国務院公布の「海洋石油探索開発環境保護管理条例J 第 2 0 条
で海洋主管部門が現場検査を行うことを規定、 84 年公布の「水汚染防治法J で初めて法
律形式による一つの正式な規定とされ、以後の法律でもこの制度を規定することとなった。
























ることができる。 「水汚染防治法案施細員IjJ (第 3 1 条 3 号)と「大気汚染防治法実施細










8 9 年の環境保護法第 2 5 条はこの規定を発展させ、工業企業の技術改造は資源の利用
率を高め、汚染物排出量を減少させる設備と技術を採用しなければならないと規定してい
たが、基本的にスローガン的な性質にとどまった。 また、 8 8 年の「大気汚染防治法J 第
1 7 条では、ボイラーの煤塵排出基準が規定の要求するレベルに達しないものは、製造、
販売、輸入できないこととされていたが、ボイラーに限定され、経常的なもので、なかった。
9 5 年 3 月になって改正「大気汚染防治法」で初めて「遅れた工業技術設備期限内淘汰制























この制度は、 8 2 年の海洋環境保護法第 3 5 条で、船舶の事故が発生したり、海洋環境
の重大な汚染が発生し、発生する可能性があるとき、港湾監督機関がこの種の汚染損害を
なくしたり、減少させる措置を強制的にとると規定したのが最初である。 「水汚染防治法J
はその範囲を陸地水域に拡大し、第 2 1 条で生活飲用水が厳重な汚染を受け、水の供給の
安全に脅威を与える状況において、環境保護行政主管部門が同級人民政府の承認を得て強






















では、 真撃に環境監測を進めることや監測機構の職権、職務について規定している。 7 9 
年の環境保護法(試行)第 2 6 条は「国務院環境保護行政主管部門は統一的に環境監測を
組織し、全国の環境状況を調査、掌握し、改善措置を提出する J と規定した。環境保護単
行法では、 9 6 年 5 月に改正された「水汚染防治法j で、国家が指定した重要な河川 l流域
の水資源保護所管の機関は所在流域の水質を監測する責任があると規定した。 8 8 年の「大
気汚染防治法J 第 1 6 条は、「国務院環境保護部門は大気汚染監測制度を建立し、監測ネ
ットワークを組織し、統一の監測方法を組織しなければならなしリと規定している。 8 9 


























環境関連の法律の中では、 8 2 年に公布の海洋環境保護法で初めて規定された。 同法第
1 7 条 2 項は、海洋石油発掘過程中での噴泉や漏油事故、また、第 3 4 条は海洋航行中の
船舶が油や有害物質を漏らした事故の際の制度について規定した。 さらに 8 4 年の「水汚












排汚単位の報告は、「初期報告J と 「終結報告」の二種類ある。 「水汚染防治法実施細





環境保護行政主管部門の報告は、重大、特大事故の報告について 、 「速報」、「確報J 、「処





















































































各地区・各級の環境保護機関人員数 (1 995 ・ 199 6 年)
(単位:人)
総at 行級車包計 地 dit品化，11 広L級総，~ I
1995 町 1996tl 1995JI 1 996 1 1 二 1995l: 1996q 1995q ~ 1996lr 
90270 95562 9780 10293 30677 30673 49813 53710 
1424 1403 656 614 768 789 
1505 1532 697 724 808 808 
4387 5263 M ワ3つM 236 1433 1561 2722 3466 
5021 5134 227 223 1119 1]44 3675 3716 
2113 2393 187 190 887 1011 1039 1192 
5321 5720 302 292 2603 2941 2416 2434 
3572 3689 327 318 857 923 2388 2406 
3579 3556 281 280 1140 1110 2158 2142 
1910 1802 696 675 1214 1127 
5672 5672 240 240 1719 1719 3713 3713 
2966 3222 243 332 392 934 1831 1956 
2376 3026 247 255 1160 1194 969 1396 
2320 2374 267 288 705 738 1348 1348 
2200 2200 243 243 743 743 1214 1214 
7763 8338 349 ‘ 368 1862 1858 5552 5778 
5884 8348 243 237 1734 1923 3907 6083 
4585 4678 214 579 1484 1316 2887 2730 
4637 4637 408 408 J469 1469 2760 2760 
5335 4493 1063 1135 1863 965 2409 2393 
2235 2458 238 235 906 942 109J 1245 
1002 1061 194 192 159 166 649 703 
4252 4252 302 302 1426 J426 2524 2524 
1 ~65 1365 337 337 406 406 622 622 
1811 1811 437 437 591 591 783 783 
127 332 41 42 86 273 。 17 
2764 2764 286 286 874 874 1604 1604 
1643 1643 254 254 723 723 666 666 
399 42J 160 171 95 104 144 146 
574 508 124 126 285 19? 165 185 
1528 1467 285 274 666 698 57? 488 































































した汚染者を保護 し、正確な行政執行や司法の権威に対 して重大な脅威となってい る 。
環境行政の執行を実効あるも の と することは、中国の環境保護に とってきわめて重要で










外的に行使でき、 しかも法律、法規が規定する職権の範囲内でのみ権限を執行する こと 、
また、行政処罰法、行政訴訟法等に定められた手続きを厳格に遵守することである。
四つは環境保護規範性文件を制定公布したときは同級人民政府に報告するとと も に、 一
級上の環境保護行政主管部門に報告することのほか、省級環境保護行政主管部門は新たに
公布した環境保護法律、法規等の実施状況を実施 1 年後から 6 か月以内に国家環境保護局
に報告すること、さらには地方各級の環境保護行政主管部門が生産停止、許可証の撤回、






配置前に研修に合格している必要があることなどである。 9 9 年 1 月からは研修合格証と
行政執法証を持たないものに対しては、法律執行の職務に配置 してはな らないこと と され
ている。
最後の六つ目は各種の環境法律制度と 「国務院の環境問題に関する若干問題の決定J に
定めた行政措置の執行により、 2 0 0 0 年までに全国のすべての工業汚染源からの排出汚
染物を国家あるいは地方の規定の基準に到達させ、 1 5 種の汚染厳重な小企業を徹底的に
-83 ・
取り締まること、さらには 2000 年までの環境執法検査の重点、を上記決定の執行状況と











体法として環境保護法 (1 9 8 9 年 1 2 月施行)、大気汚染防治法 (1 988 年 6 月施行、
9 5 年 8 月修正)、水汚染防治法( 1 9 8 4 年 1 1 月施行、 9 6 年 5 月修正)、固体廃棄
物汚染環境防治法 (1 9 9 6 年 4 月施行)などの環境保護に関する各種単行法が、手続法
として行政訴訟法 (1 9 9 0 年 1 0 月施行)が根拠とされている。 また、後者の場合は特
に損害賠償紛争が多いため、その解決にあたっては、実体法として上記法律以外に民法通





政再議と行政訴訟の手続きがある。環境保護法第 4 0 条では「行政決定に不服のある当事
者は処罰決定を受けてから、 1 5 日以内に処罰決定を行った機関より一級上の機関に再議
申請j できるとともに、「再議決定に対して不服のあるものは、再議決定を受けた日から
1 5 日以内に人民法院に対して訴えを提起することができる J と規定されている。 さらに、






件及び管轄区域内の重大で複雑な事件を扱う(行政訴訟法第 1 3 、 1 4 条) 。 高級人民法
院は第二審として、管轄区域内の重大、複雑な第一審事件を、最高人民法院は全国範囲内





発することができることとしており、これに基づき 199 1 年に「環境保護信訪管理弁法J
が制定され、中央・地方の人民政府環境保護行政主管部門の窓口で、苦情・陳情を処理す
る手続きが制度化されている(第 6 章参照)。受け付けた機関は真撃に調査し、法や関連
政策に基づいて処理しなければならないとされている(問弁法第 1 2 条) 。
なお、環境行政紛争件数として、 1 996 年に行政再議案件(受理) 1 5 5 件、行政訴
訟案件(受理) 1 1 7 件、行政賠償案件(受理) 9 5 件という数字が公表されている(第
5 章 115 頁参照)。
0環境民事紛争
環境民事紛争の多くは環境汚染を原因とした損害賠償事件である。 中国におけるこの種











































統計があり、それによれば環境保全のために使用 された資金は 199 6 年に 9 6 億 627
0 万元であり、 9 1 年の 5 9 億 7 3 0 7 万元と比較し、約 6 1. 8 %という大幅な伸びと
なっている。しかし、との間の消費者物価上昇率 77. 4 必Z勧案するとさほど投資額は
多くはないととがわかる 。 使途別ではこのうち、約 88. 5 %が大気、水質、廃棄物に
使用されている。
先の 9 5 計画に基づき、 9 6 年 7 月に開催された第四次全国環境保護会議では、重点
的な環境対策を多数、同時並行的に実施する 「グリーンプロジェクト J が採択されたが 、
これにより 9 6 年から 2 0 0 0 年の聞に 159 1 プロジェクト(うち三廃関係が 9 割近く
を占める)・ 1 888 億元が投入されることとされている。 過去 8 6 年から 9 0 年の間に
合計 476億元 (GD P の O. 7 %)、 9 1 年に 160 億元、 9 2 年に 192 億元、 9 3 
年に 251 億元が投じられたととを考えれば、毎年 377億元に相当するこの額がかなり
大きなものであることがわかる。 この財源については「誰汚染、誰治理」 の原則に基づき、
汚染企業と地方政府がその多くを負担している。 なお、後述する北京でのインタビ、ュー調
査で社会科学院の馬研究員は 9 5 計画期間 (9 6 年-----2000 年)の投資はGDP の 1 . 
3%になる見込みと答えている (1 2 8 頁「第 5 章 環境問題についてのヒア リング結果
4 J 参照) 。
なお、環境管理制度のところで述べたように、環境保護事業に利用される重要な財源と
して排汚費がある。 9 6 年の排汚費徴収額は 4 0 億 9 5 9 2 万元、使用額は 3 9 億 685
万元と 9 1 年のそれぞれの額と比較すると 3-6 表のとおり大幅な伸びとなっている。 地
域別では経済の発達した広東省が 4 億 8 4 1 0 万元と全体の 1 1. 8%を占め、最大とな
っている。
また、 9 6 年に徴収された排汚費の内訳は 3-7表のとおりであり、排水超標排汚費が
約 37%、汚水排汚費が約 7% と排水関係、の排汚費がかなりの部分を占めている。
3-6表 排汚費徴収額と使用額 (単位:万元)
~ぞ 199 1 1 992 1 9 9 3 199 4 1 995 199 6 
徴収額 200141 239453 266212 309757 371280 409592 
使用額 152056 196225 212830 239292 318506 390685 
(出典: ~中国環境年鑑 1 9 9 7 ~) 
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3-7表 1 996年各種排汚費収入状況 (単位:億元)
戸モー 1 996 年 各種比率 1 995年比徴収額 % % 
超標排汚費収入小計 26. 2 3 64. 0 4 -2. 9 1 
排水超標収納額 1 5. 5 1 37. 4 6 -3. 0 2 
排気超標収納額 8. 1 7 1 9. 5 4 -0. 44 
(二酸化硫黄収納額) 1. 4 6 3. 5 6 -0. 55 
廃棄物超標収納額 O. 3 6 O. 8 5 一 O. 3 6 
騒音超標収納額 2. 0 4 5. 8 3 -0. 98 
放射性超標収納額 O. 1 5 O. 3 6 -0. 07 
汚水排汚費収入 2. 8 8 7. 0 3 O. 1 9 
四項収納額収入 11.85 28. 9 3 2. 7 5 
排汚費収入合計 40. 9 6 100 
(出典: W中国環境年鑑 1 9 9 7 ~) 
(注)
「発展中国家環境与発展部長級会議(北京宣言)J 1991 年 6 月 1 9 日 (r中国環境
資源政策法規大全~ 984 頁以下) 。 日本語訳は「環境と開発に関する北京閣僚宣言J
(藤崎成昭編著『地球環境問題と発展途上国』、アジア経済研究所、 1 993 年)
2 江沢民「第四次全国環境保護会議上の講話J cr中国環境年鑑 1 9 9 6 ~、毎日新聞、
1 9 9 6 年 7 月 1 9 日)
3 W中国環境保護工作手冊~ 42 頁以下
4 r アジエンダ 2 1 J とは、地球環境保全のために社会のすべての構成員が 2 1 世紀に
向けての行動する際の指針であり、国レベルの他、自治体などの地方レベルでも指針を
策定することを求めている。
中国の国レベルの「アジエンダ 2 1 J は、 「中国 2 1 世紀議程」と呼ばれる。
5 中国研究所編『中国年鑑 1 9 9 5 ~、 1 995 年 7 月
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6 W中国環境年鑑 1996~ 24 頁以下






森林面積 15. 5 % 
ごみ無害化処理率 50% 
都市区域環境騒音達成率 5"-'10%上昇
8 高見津磨「中華人民共和国における紛争と紛争解決(ー) J (立命館国際研究 8 巻 1 号
9 6 頁、 1 995 年)
9 前掲「中国環境保護行政 20 年J 2 8 頁
10 r防治j とは、汚染防止と汚染治理(汚染を除去又は低減)の両者を意味する。 (片岡
前掲『環境汚染防治法の研究~)、本論文では原文のまま使用した。
1 前掲 r 1 9 9 7 年中国環境状況公報J
「行政法規及び法規性文件J の場合、条例、規定、決定、弁法、通知という表現が使
われている。 この場合の条例は日本の地方自治体の 「条例」とは異なる。 (木間正道、
鈴木賢、高見津磨『現代中国法入門~ (有斐閣、 1998) 89 頁)
さらに「国務院各部門環境規章j については、条例、規定、弁法、規範、通知 とい
う表現が使われている。 (解振華主編『中国環境執法全書~ 9'"'-' 1 1 頁、紅旗出版社、
199 7 年)
12 前掲『中国環境執法全書~ 67 _..，_， 68 頁
13 中国環境報、 1 998 年 5 月 2 日
14 前掲『中国環境保護行政 20 年~ 3 4 頁
15 r中国環境執法全書~ 6 9 頁
16 r 中国環境管理の 8 つの制度 と措置 J (北京市科学技術委員会編『持続可能な発展用
語解釈』学苑出版社、 199 7 年)、同じ項目を挙げるものとして、井村秀文、勝原健
編著『中国の環境問題~ 6 0 頁以下(東洋経済新報社、 199 5 年)
各制度の記述に当たっては、前掲『中国環境執法全書~ 7 1 頁"'94 頁を参考に した。
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17 なお、次の場合には排汚費の加重徴収が行われている。 (W中国環境執法全書~ 8 0 頁)
①排汚費を納めてからまだ基準に達しない事業所 3 年目から毎年 5%加算して徴収




1 998 年第 5 期)
19 環境報告書を作成できるのは、環境影響評価の資格証書(国家環境保護局が発行する
甲級と省・市等人民政府が発行する乙級に分かれる。)を持っている事業所(単位)に
限られる。 (W中国環境執法全書~ 7 3 頁)
20 各項目のウェイトは、大気環境保護 3 5 、水環境保護 3 0 、騒音規制 1 5 、国
体廃棄物処理 1 5 、緑化 5 となっている 。 (W中国環境執法全書~ 9 2 頁)
21 日本においては、環境庁が研究会を設置して環境指標を開発中である。
22 原文は「限期治理制度J
23 期限の長さについては、法律は規定していないが、実行可能性を考え 3 年を超えるこ
とができないとされている。 (W中国環境執法全書~ 7 9 頁)
24 前掲『中国環境執法全書~ 9 4 頁
25 W中国環境保護工作手冊~7"-'8頁
26 張全景中国共産党中央組織部長の談話(中国環境報、 1 998 年 3 月 2 8 日)
27 r国家環境保護総局職能配置内部機構と人員編成規定J (中国環境報、 1 998 年 7
月 7 日)、 9 8 年 3 月の国務院の機構改革で従来 321 人であった職員が 200 人に減
少させられた。 (北京でのインタビュー調査結果、第 5 章環境問題についてのヒアリン
グ結果 2)
28 W全国環境行政便覧平成 9 年版~ 2 頁(環境庁)
29 W中国環境年鑑 1996~ 554 頁
30 環境庁編『環境白書平成 8 年版~ 2 1 8 頁
31 前掲『中国環境執法全書~ 339 頁以下
32 中国環境報、 1 998 年 5 月 2 日
33 解振華主編『中国環境執法全書~ (紅旗出版社、 199 7 年 9 月) 2 5 1 頁 -----275
頁では、 198 8 年以降(一部時期不明)に提訴された 1 9 件の行政事件訴訟が紹介さ
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④某県域の 3 0 戸の住民が県環境保護局に深刻な汚染源である化学工場の汚染差し止
めと化学工場の賠償を求めて提訴した事件では、原告の要求が認められた。 この事件
は行政機関に対し、人身権、財産権の保護を要求したにもかかわらず、行政機関が拒
絶し、措置をとらないとき提訴できるとする行政訴訟法第 1 1 条第 5 号を適用したも
のとして注目されるが、原告と化学工場開の賠償について判決したのは誤りと批判さ
れている(環境保護局に対し調停の職責を履行すべきとの判決にとどまるべき) 。






34 前掲『中国環境執法全書~ 276"-'294 頁では、 1 3 件の民事訴訟のうち、 6 件が
水質汚染、 5 件が大気粉塵汚染、 2 件が騒音汚染となっている。 特に都市では環境騒音
が大きな問題となっており、都市住民の環境問題についての投書中一番多いのが騒音苦
情となっている(広東省では 46%、深均l市では 7 1. 4 %) 。 中国の 2/3 の都市住
民の生活が騒音基準を超えた環境の中にあるといわれている。




調停 ( 1 9 8 0 年 5 月)によ り被告の無過失責任が認められた(1王某の青島化学工場
大気汚染による健康被害の賠償請求事件J ・前掲『中国環境執法全書~ 279 頁) 。 な
お、 この事案については、厳密には不可抗力である落雷を原因と した汚染であり、被告
の責任を問 うべきでない とする批判も ある。 こ の裁判後、大気汚染防治法第 5 5 条、水
汚染防治法第 4 5 条において も無過失責任が明文化された。
36 包建棟「環境汚染を巡る紛争J (中国研究所編『中国の環境問題』所収) 1 0 8 頁
37 1 9 9 2 年 7 月 1 4 日に制定された「最高人民法院が中華人民共和国民事訴訟法を適
用するに当たっての若干問題の意見」第 74 条で、原告は権利侵害の事実だけを提出す
ればよ い場合と して環境汚染による損害賠償訴訟が挙げられている。
38 前掲『中国環境執法全書~ 292 頁
39 1 9 8 4 年の某請負組が某市絹麻紡績工場による水汚染事故に対して損害賠償を請求
した事件では、事実を以て根拠とする方針から法院が詳細に現場調査している 。 結局調
停により事件は終結している(f某詩負組の某市絹麻紡績工場による水汚染事故損害賠
償請求事件j ・前掲『中国環境執法全書~ 277 頁) 。
40 中国研究所編『中国年鑑 1997~ 294 頁から計算
41 ~中国環境年鑑 1997~ 452 頁
42 r北京週報J 、 1 996 年 1 0 月 1 5 日
そ の後毎年 650 億元=GDP の 1. 5 %、第 8 次 5 カ年計画の総和を投入と の報道




(1 9 8 9 年 1 2 月 2 6 日第 7 期全国人民代表大会常務委員会第 1 1 回会議通過、
同日中華人民共和国主席令第 2 2 号公布)
第 1 章総則
第 1 条 生活環境と生態環境を保護、改善 し、汚染とその他の公害を防止、改善し、 人
の健康を保障し、社会主義現代化建設の発展を促進するため、本法を制定する。
第 2 条 本法でいう環境とは人類の生存 と発展に影響する各種の天然のものと人工改造
された自然要素の総体であり、大気、水、海洋、土地、鉱物、森林、草原、野生生物、 自
然遺跡、人文遺跡、自然保護区、風景名勝区、都市と農村等を含む。
第 3 条 本法は中華人民共和国の領域と中華人民共和国管轄のその他の海域に適用され
る。
第 4 条 国家制定の環境保護計画は必ず国民経済と社会発展計画に入れなければならず、
国家は環境保護に有利な経済、技術政策及び措置をとり、環境保護を経済発展及び社会発
展と協調させなければならない。
第 5 条 国家は環境保護科学教育事業の発展を奨励し、環境保護科学技術の研究と開発
を推進し、環境保護科学技術の水準を高め、環境保護の科学知識を普及させる。
第 6 条 すべての単位と個人は環境を保護する義務があるとともに、環境を汚染 し、破
壊する単位と個人に対し、告発し、告訴する権利を有する。








第 8 条 環境の保護と改善に対 して 、 顕著な功績のある単位と個人は人民政府により顕
彰をうける。
第 2 章環境の監督管理
第 9 条 国務院の環境保護行政主管部門は国家の環境質量基準を制定する。
省、自治区、直轄市人民政府は国家環境基準の中で規定されていない項目について地方
の環境質量基準を制定し、国務院環境保護行政主管部門に報告することができる。













第 12 条 県級以上人民政府環境保護行政主管部門は、関係部門とともに管轄範囲内の
環境状況に対して調査と評価を行い、環境保護計画を立案し、計画部門と総合的に調整し
た後、同級人民政府の承認を経て実施する。










第 15 条 複数の行政区にまたがる環境汚染と環境破壊の防治は、関係地方人民政府が
協議又は上級人民政府と調整し、決定する。
第 3 章環境の保護と改善
第 16 条 地方各級人民政府は管轄区域内の環境質量に対して責任があり、環境質量を改
善するための措置をとらなければならない。









第 19 条 自然資源を開発利用するには、必ず生態環境を保護する措置をとらなければな
らなし 。





第 21 条 国務院と沿海地方の各級人民政府は海洋環境の保護を推進 しなければならな
い。海洋に対する汚染物の排出、廃棄物の投棄、海岸の工程建設、海洋石油の探索開発を
行うに当たり、必ず法律の規定に基づき、海洋環境の汚染損害を防止しなければならない。
第 22 条 都市計画を制定するに当たっては、環境を保護し、改善する目標と任務を確定
しなければならない。
第 23 条 都市建設は当該地域の自然環境の特徴と調和させ、植生、水域と自然景観を
保護し、都市の公園、緑地と風景名勝区の建設を推進しなければならない。
第 4 章環境汚染とその他公害の防治




第 25 条 新規建設の工業・企業及び現在ある工業・企業の技術改造は、資源利用率が
高く、汚染物の排出量が少ない設備と技術を採用するとともに、経済的に合理性のある廃
棄物総合利用技術及び汚染物処理技術を採用しなければならない。







第 27 条 汚染物を排出する企業・事業単位は国務院環境保護行政主管部門の規定に基づ
き、必ず登記申請しなければならない。










第 30 条 我が国の環境保護規定の要求に合わない技術と設備を導入することを禁止す
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第 32 条 県級以上地方人民政府の環境保護行政主管部門は、環境に厳重な汚染を受け、
住民の財産や安全が脅かされる場合は、速やかに現地の人民政府に報告するとともに、人
民政府により有効な措置をとり、危害を除去あるいは軽減させなければならない。
第 33 条 有毒化学製品と放射性物質を含んだ製品を生産、貯蔵、運輸、販売、使用す
る場合には、必ず国家の関係規定を遵守し、環境の汚染を防止しなければならない。
第 34 条 いかなる単位も厳重な汚染を発生させる生産設備を汚染防治能力のない単位
に使用させてはならない。
第 5 章法律責任















第 37 条 環境保護行政主管部門の同意を経ずに防治汚染設備をほしいままに取り外し
たり、放置し、規定の排出基準を超えて汚染物を排出するものは、環境保護行政主管部門
により再度設置、使用を命ずるとともに、併せて過料に処する。

























第 42 条 環境汚染による損害賠償訴訟提起は 3 年をもって時効期間とする。 当事者が汚
染による損害を知り、知り得ぺきときから計算する。
第 43 条 本法の規定に違反し、重大な環境汚染事故を発生させ、公的・私的財産への
重大な損失又は人身の死傷という厳重な結果をもたらした場合は、直接の責任者に対し法
により刑事責任を追及する。
第 44 条 本法の規定に違反し、土地、森林、草原、水、鉱業、漁業、野生動植物等の
資源を破壊したものは関係の法律規定に基づき、法律責任を負う 。




第 46 条 中華人民共和国締結又は締結又は参加する環境保護関連の国際条約が中華人民
共和国の法律と異なった規定がある場合は、国際条約の規定を適用する。 但し、中華人民
共和国が保留した条項は除く 。
第 47 条 本法は公布の日から施行する。 「中華人民共和国環境保護法(試行) J は同時
に廃止する。
(国家環境保護局政策法規司編『中国環境保護法規全書』・ 1 997年 1 0 月より翻訳)
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この調査結果をみると環境保護についての住民の意識で、は、 「弱しリ (4 5. 4 %)、「非
常に弱しリ (1 7. 6 %)、「ほとんどないJ (6. 6 %)の三者でほぼ 7 割を占めており、
かなり意識が低いととを示している (4 - 1 図)。一方、いくつかの社会問題の中での環
境問題に対する関心を訪ねた質問では、物価、教育、治安、人口、社会問題に次いで、環
境問題が 6 番目に位置している。 しかし、生活と密接に関連する貧富の差や住居問題より
は上位となっており、比較的高い関心を持たれているととを示している。
住民の最も重視している環境問題のトップ 3 は、「水汚染j 、「大気汚染J 、「生活ごみ汚
染」となっており、いわゆる三廃の弊害の認識が高い。 環境を改善するために何が必要か
を問うた質問では、上位四っとして、 「法規建設」、「環境保護宣伝」 、「国家の投資j 、 「各
人の環境保護努力 J と なっているが、 一方で環境法規をよく理解している人は全体のわず
か O. 5 %、「聞いたこ とがあるだけ」か 「全く聞いたことがない」 人は実に全体の 7 割







圃 ょく知っている (0 . 5%)
盟 少し知っている (3 1. 3%)
図聞いたことがあるだけ (42%)
回全 く 聞いたことがない (26.2%)
4-1 表 一般大衆の地球環境問題に対する認知程度
実態が伴っていないことを示している。 環境問題 よく知っている 少し知ってい る
聞いたことがあるだけ 全く聞いたことがない
地球温暖化(%) 4.5 39.8 31.8 23.9 
オゾン層破壊(%) 3.7 28.2 27.2 40.9 
酸性雨(%) 3.0 20.4 24.2 52.4 
淡水資源の枯渇(%) 6.8 34.2 33.0 26.0 
「一一
|生物多様性の減少 (%) i 5.4 33.9 3.t9 25.8 
(以上の出典: í中国環境報J 1996.3.28) 
地球環境問題については、地球温暖化、オゾン層破壊、酸性雨、淡水資源の枯渇、生物
多様性の減少について、 「 よく知っている J 、「し 1 くらか知っている J 人は全体の 2 割から
4 害I}に過ぎず、特に、日本への影響も指摘されている酸d性雨について「全く聞いたことが
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持っている人は少ないと い うことではないだろうか。
ま た、ア ジア経済研究所が 9 4 年 1 1 月'"'"' 1 2 月に北京と上海で行った調査で、ぶ:環境
汚染の被害を受けた と きに最も役立つ も のと して、中央政府、市政府、報道機関、 裁判所
の順に上位を占めており、この 4 者合計で全体の 6 割前後の回答率となっている。 街道弁
事処、居民委員会などの下級機関、専門家や友人をあげた人は少数となっている。
この理由と しては、 9 1 年に 「環境保護信訪管理弁法J が施行され、これらの公式機関
が手紙や訪問の受付などによる住民の苦情、陳情に対し、 一定の手続きに従い、問題解決
に取り組むことができるようになったことと住民の意識として政府機関など、より上級機
関に極端に信頼を寄せていることが考えられる。 なお、 9 5 年の環境汚染による来信総数
は 58678 通、来訪人数は 9 4 798 人となっている。 9 6 年はそれぞれ 67268 通、
96379 人となっており、今後環境状況の悪化に伴い、住民の環境問題についての苦情
や解決要求が多くなると予想される中で、これらの政府機関等の対処のあり方が今後の社
会の安定を担っているといえる (1 4 4 頁 6-1 表参照) 。
2 青少年
9 1 年に国家環境保護局と中国社会調査所が住民と青少年に対する環境意識の現状につ
いての抽出調査を実施している。 同調査は 3 省(湖南、山西、遼寧)と 7 市(広州、成都、
徐州、青島、北京、丹東、沈陽)の在住者を対象に行われたものであり、環境意識を 「環
境科学知識」 、 「環境審美意識J 、「環境法律意識」、「環境道徳意識」 、 「 自然観(人と自然
との関係) J の 5 つの環境指標に分類し調査問題を提出、調査票回収後統計処理したもの
である。
調査結果 ( 4 ー 2 表)を 5 つの環境意識の平均でみると、青少年の環境意識の正答率は
被調査者全体とほぼ同じであり、 o . 3% とわずかに全体を上回っている。 5 つの環境意
識の中では「環境科学知識J が首位を占めており、 5 つの環境意識の平均をそれぞれ 20
%以上上回っている。 これと対照的に「環境法律意識」 、「環境道徳意識」、「自然観」の
指標は、 青少年、被調査者全体とも 5 つの環境意識の平均を下回っている。 青少年と被調
査者全体を比較する と 、唯一「環境法律意識j において、青少年の方が 8. 55 % も低く、
大き く 青少年が劣っているという結果が表れている。 このととから、学校、大学での環境
教育は一定の成果を上げているものと考えられるものの、環境法律についての意識は低く、
青少年の環境法律に対する認識をし 1かに向上させるかが、今後の課題といえる。 事実、 8
-100 ・
0 年代には中国の大学でも多くの環境分野の専攻科が創設されたが、多 く は環境監測 、 環
境化学、環境工程などの自然科学分野の科目が中心であり、環境法学の専攻が設け られて
いたのは、 9 0 年頃までには北京大学だけであった。
4-2 表 環境意識現状調査統計表
環境意識指標 競科学知識 環境審美意識 鮪法持議 環境鈍意義 自鰍 3 つの指標平均監
青少年正答率(%) 85.2 66.54 45.8 55.75 55.33 6l.14 
全体正答率(%) 83.1 60.32 54.35 53.76 52.6 60.83 
青少年一全体(%) 2.1 6.22 -8.55 1.99 0.73 0.31 
(出展: W中国環境保護行政 2 0 年~)
3 企業





この調査では、全体の 52%が国有企業、 21%が都市部集団企業、 16 %が郷村(郷
鎮)企業となっている (4 - 3 図)。





















(出典:荒山詰tT他晴雄前I~お悦環境問題ー帽の企業におけ る7 ンケー ト調査・ 平成 7 年J) 以下 4-14 図まで出典同一
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従業員数 100"'999 人の企業が 62%、 1000'"'-'4999 人が 32% と大・中規
模の企業が大部分を占めている。回答者の 33%が環境関連部門の責任者であり、 23%
が工場長となっている。その他書記、副書記、副工場長などの責任者で 80%を超えてい
る (4 -4 図)。これらの工場の主なエネルギー源は電気が 66%、石炭が 46% (複数
回答)となっており (4 - 5 図)、依然として石炭の割合が高くなっている。なお、望ま
しいエネルギー政策としては、原子力発電所43%、火力発電所 28% という結果となっ



































































地域の環境問題への認識として、「深刻な問題がある J と 「やや問題がある J の合計の
項目が一番高いのは、廃棄物が 56% と最も高く、次いで排煙 49%、排水と騒音・振動
がともに 46% となっている。 逆に「全く 問題はないJ と「あまり問題がなしリの合計は、
排水、排煙、騒音・振動、廃棄物の順となっており、産業廃棄物処理が現在の中国の事業
者にとっての大きな課題となっていることを示している (4 -7 図-"-'4-10 図)。
4-7 園 地域の環境問題(騒音・振動)
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企業における環境対策 として何らかの対策をとっている企業の割合は排水 68%、排煙 6
3% 、 騒音・振動 5 3%、廃棄物 48% となっている。これらのことから、排水、排煙は
対策をとりやす く 問題を処理 しやすい一方で、廃棄物は経済発展とともに、技術的処理が
困難であるとか、 排出源が多数に上るなどにより 問題が深刻化しており 、 企業や政府の取
り組みが遅れている実態を露呈 してい る 。
また、地域別では、問題が深刻化 している と認識 されている青島市や天樟市の都市部で
環境対策をとっている企業の割合が高 く なっている ( 4 -1 1 図)。
次に、政府の環境政策との関連で、どの分野の問題について 「三同時政策の適用を受け
たことがあるかどうかJ の質問に対する回答では、排煙 51 %、排水 49 % 、 騒音 ・振動
40%、廃棄物 29% となっている (4 -1 2 図) 。 また、三同時政策を有効とする企業
は排水が全体の 77% と最も高く、排煙、騒音・振動、廃棄物の頗となっているは - 1
3 図) 。 三同時政策の問題点としては、「何も問題はないJ が 52 % と全体の半分を占め
ているものの、 「企業にとって費用負担が大きいJ が 22%、「企業の技術水準に合わな
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4~ 12 図 三同時政策の適用を受けたことがある企業
10% 30見 40% 70% 50% 60% 20% 
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また、「排水処理J 及び「廃棄物リサイクノレJ に関しては、ともに「三同時制度j 、「補
助金J が上位を占め、「排煙処理J では、[三同時制度」、「排汚費制度」、 f補助金」の順




























4-3 表 最も有効と恩われる環境政策(エネルギーの節約に関して) 4-5 表 最も有効と恩われる環境政策(排煙の処理に関して)
青島市 威海市 河北省 天津市 合計
エネルギ一価格の値上げ 6% 6見 5% 0児 5見
能源ザト格上ì5*
エネルギー源に対する課税(環境税) 5% 2% 8% 3児 5見
対能源加以課税(亦境税)
省エネルギー設備や技術の開発に対す




金・融資 14% 8% 6完 0% 9% 
対引遊省能源i変各的事卜助金.貸款
外国企業との技術提携 4完 0児 l完 6完 2% 
与外国企~的技木提携
外国からの資金・技術援助 4完 2% 15完 5先
来自国外的資金・技求援助
エネルギー使用に対する割り当て(排
出権)と政府による監視 13児 8% 10先 9% 10% 
督
省エネルギーについての教育活動 15% 6% 6児 9% 10% 
|青島市 威海市 |河北省 天津市 合計
「ニ同時」制度 52% 28% 24% 47覧 37% 
0- 同肘.制度
「排汚費J (罰金)制度 8% 14% 10% 12% 11% 
.排汚費. (罰款)制度
l環環境境税税制制度度 2見 2% 7完 3完 4先
環境影響評価制度 6% 1% 4% 3完 4% 
弥境影日向i平倹制度
処理設備や技術の開発に対する補助金・ 5児 16見 6% 8出
対ヲ干友交上理没各与技末的ネ卜助金
処理設備や技術の導入に対する補助金・ 10完 1% 3% 5% 
対引遊女上理i変各与技オミ的ネト助金
外国企業との技術提携 1% l先 0% i覧
与外国企~主的技求提携
外国からの資金・技術援助 1% 1% 3完 2完
来自国外的資金.技木援助
「エコマーク」 2% 1% i完
.録色称志.
有美令省能源的教育活劫
(出典:荒山術他 I開雄前における環境問題一帽の企業にお付õ7ンケート調査・平成 7年J) 以下 4-6 表まで出典同一
4-4表 最も有効と思われる環境政策(排水の処理に関して) 4-6表 最も有効と思われる環境政策(廃棄物のリサイクルに関して)
青島市 威海市 河北省 天津市 合計
「二同時」制度 44完 33% 21% 44% 34完|
青島市 威海市 河北省 天津市 合計
「二同時」制度 31% 22完 20覧 44% 25% 
-=同吋.制度
排汚費制度 5% 11% 9% 6% 8% 
-=同吋.制度
排汚費制度 2見 7% 5% 6% 4% 
排汚費制度
超標排汚費制度 5% 5% 6% 3% 5%1 
排汚費制度
超標排汚費制度 1% 0% 0% 0% 0完
超本示排汚費制度
環境税制度 0% 4見 7完 3% 3%1 
訴境税制度
環境影響評価制度 5先 0先 2完 0完 2完
超杯排汚費制度
環環境境税税制制度度 2見 4% 3完 3覧 3% 
環境影響評価制度 2% 0見 0先 0完 1% 
孫境影哨i平1ft制度
処理設備や技術の開発に対する補助金・ 14% 16児 7% 9完 12% 
対ヲ干友交上理没各与技木的手ト助金
処理設備や技術の導入に対する補助金・ 10% 1% 2% 3完 5% 
対引遊女t理没各与技木的事ト助金
外国企業との技術提携 l児 0% 3完 3% 2完
E不境影哨i平ザ「制度
廃棄物処理に対する徴収費の値上げ 8% 1% 1% 0完 4先
度奔物交上理牧喪的増高
廃棄物利用に対する補助金 25完 8% 7完 9% 14完
対度葬物利用的キト助金
処理設備や技術の開発に対する補助金・ 6先 12% 4完 6% 7見
有外国企~的技求提携
外国からの資金・技術援助 2% 2% 2% 3見 2完
来自国外的資金・技木援助
「エコマーク」 4見 1% 2% 
.録色本示志.
対チ干友赴理i生各主ヨ技木的キト助金
処理設備や技術の導入に対する補助金・ 6見 2先 5% 0% 5完
対引遊女t理i支各与技木的手ト助金
外国企業との技術提携 i先 5完 0% 3完 2完
当タト国企~主的技木提携
外国からの資金・技術援助 2% 2% 2完 2% 
来自国外的資金 ・ 技木援助
-108 - -109 ・
4 政府職員
中央政府エリートの役割の重要性に鑑み、社会学的関心から環境問題の特性、発展途上
国の特性、中国の社会体制の特性という 3 つの側面において 1 995 年の秋に国家行政機









意識及び観念の問題を挙げている。前者については環境 ・ 資源保護に関する法律 ・ 法規が
忠実に守られていないこと、さらにその原因としては、「法意識の不足」、「担当者の実行










































「大衆の心理を明白に一国民環境意識調査分析J (中国環境報、 1 996 年 3 月 2 8 
ー 111 ・
日)
2 大塚健司「中国都市の住民意識にみる環境問題J (アジ研ワールド・トレンドNo13 、
1 996 年 6 月)、本調査は北京旧城、上海旧城の 1 8 歳以上の住民それぞれ約 100
0 人を対象に、中国国家科学技術委員会中国科技促進発展研究センターと中国経済体制
研究会調研室の協力を得て行われた。
3 前掲『中国環境保護行政 20 年~ 306 頁
4 前掲『中国環境保護行政 2 0 年~ 308 頁以下。
5 荒山祐行他「開放経済下における環境問題一中国の環境政策と企業の対応J (名古屋
大学大学院国際開発研究科、 1 996 年 3 月)所収。 なお、このアンケート調査は、 9
4 年と 9 5 年の二度実施されているが、本論文では 9 5 年の調査を引用している。
6 鄭青「中国の中央政府エリートの環境意識J (西平重喜他編著『発展途上国の環境意識







第 5 章 環境保護に関するインタピュー調査
前章までに行った文献を通じての中国の環境問題に関する実態や意識の分析を確認、補
充するため、 1 998 年 8 月下旬に訪中し、北京の大学・研究機関の環境法、環境問題の




















の研究者がいた。 事実、長江上流の森林覆蓋率は 5 0 年代の 30'"'-'40%から現在は 1 0 
%まで下降しており、全流域の水土流出面積も 5 6 万km 2に達している。 このため、国家
林業局は 8 月 2 8 日に、長江、黄河流域の天然森林資源の伐採の停止を公布するとともに、




























90 %に達 しているようである。 但し、環境保護施設の運転には多額の経費がかかるため、
特に中小企業では稼働率は低いようである。 稼働させたために、税金が払えなくなると困
-114 -
るため、運転開始時に地方政府の高官が環境保護局長に圧力 をかけてい る という事実を指
摘する研究者もいた。










さらに、地方保護主義により自己の管轄範囲内の企業を保護しよ うとい う傾向がある こ
と、地方保護主義については多くのものが課題として挙げたが、弁護士の李氏は実務家の











の『中国環境年鑑 1 9 9 7 年』 の中に、 199 6 年の「当年受理行政再議案件J 1 5 5 件、
「 当年受理行政訴訟案件 J 1 1 7 件、 「当年発生環境行政賠償案件 J 9 5 件 と記載されて
いた。しかし、 9 6 年以前に出版された環境年鑑の中には件数は記載されておらず、どう
-115 ・























































- 日中友好環境保全センター u中日友好環境保護中心J ) に対する質問調査
1 施設概要
同センターは 1 988 年日中平和友好条約締結 1 0 周年記念事業として、竹下内閣のと
きに設置が決定され、日本側の無償資金協力 105 億円と中国政府の 6 6 3 0 万元で建設
された国家重点環境保全プロジェクであり、 1 9 9 6 年 5 月 5 日に関所した。 センタ一本
部の建物は科学研究実験棟、国際会議ホール、専門家招待所、研修員宿舎、食堂、エネル
ギー棟等からなり、敷地面積は 2. 9 h a 、建築面積は 3 1 000 ばである。 センター公
害防止技術部は、中国環境科学研究院内に設けられ、模擬実験棟や精密機器棟が建てられ
ており、敷地面積は 1. 4 h a 、建築面積は 3000m2である 。 9 6 年からは、日本から
の長期・短期専門家の派遣、センター訪日研修員の派遣、機材供与が実施されている。
私は参考 3 のとおり、同センターの日本側シニアアド、パイザー 1 人(環境庁派遣)、ス
タッフ 3 人(国際協力事業団、新潟県、北九州よりそれぞれ派遣)、同センタ一公害防止
技術部の中国人スタッフ 2 人、日本側シニアアドバイザー 1 人(国際協力事業団より派遣)
に面会し、主として日本の国際環境協力の現状と課題について意見を聴取した。
2 日本の環境協力について























いことにある。 もっとも、日本だけでなく、アメ リ カも 9 8 年 6 月末から 7 月のクリント




















2 1 998 年 9 月 3 日、中文導報。 1 998 年 9 月 5 日、朝日新問。
3 ~中国環境年鑑 1995~ 128 頁、 230 頁
4 ~中国 2 1 世紀議程』第 1 3 章・持続可能なエネルギー生産と消費、方案領域・ A総
合エネルギ一計画と管理





























1 998 年 8 月 2 6 日(水) 午前 10 時 30 分........ 12 時





































1 日時 1 998 年 8 月 2 6 日(水) 午後 2 時'"'-'3 時




















る必要がある 。 第二は資金導入、 第三は技術の進歩・移転、第四は法制の強化、制
裁を強めることだと考える。















環境問題についてのヒア リ ング結果 3




(劉教授の専門は科学、哲学であり、 8 0 年代から環境問題に関心を持つ
とともに、 9 0 年代から主な問題として取り組んでいる。 )








































1 998 年 8 月 2 7 日(木) 午前 9 時 1 5 分"- 1 2 時 1 5 分




















3 新中国成立以降、政府は環境問題を重視してきた。 改革開放以降、 8 2 年憲法


























年までに制定される見通しである。 (同条例は 1 9 9 8 年 1 1 月 2 9 日に制定公







環境保護への資金投資としては、 8 5 計画での投資 :GDP の o. 7 %から 9
5 計画での投資は 1. 3 % となる見込みである。
-129 -
あると思う 。
7 法制は完全でないが、初歩的には整っていると思う 。 環境問題解決のためには
環境意識、資金、技術の中では三っとも大切であると考えている。







1 日時 1 998 年 8 月 2 8 日(金) 午後 2 時"-'4 時
2 場所 中国政法大学(北京市海淀区西土城路 2 5 号)





は 2 級から 3 級であり、北京では中度の汚染となっている。 世界銀行のレポートに
よれば閉塞性肺炎の発生率は米国の 5倍ぐらいとなっている。 中国の二酸化硫黄の
発生量は、石炭の消費などにより 2300 万トン以上、日本は 80 万ト ンぐらいで
ある。 酸性雨は西南、華中地区が深刻であり、 90%の確率で酸性雨が発生してい
る 。 これにより、農産物や樹木が被害を受けるなど、経済損害は年に 1 100億元





国体廃棄物汚染により、 5 1 , 6 8 0 haの土地が占用されており、生活ごみの安
全処理率は 10%にすぎず、それ以外は燃焼されず放置されており、北京の周囲に




砂漠化は 200 万km 2近くに拡大しており、寧夏回族自治区のような西北部では
風を防ぐ樹木がなく、 5 月になっても黄風が吹き荒れている。 北京でも 4 月に西北
西の風が吹き荒れ、泥の雨が降るが原因は西北部の過度の開発である。
森林の破壊は何百年も前からあったが、今は草原の破壊が進んでい る 。 牛、羊の
過放牧や漢方薬を求めて干し草を採取することが原因である。
-131 -




3 環境法制度は比較的健全で、あり、とこ 2 0 年間で環境法の発展速度は早く、資源
























8 1 S 0 の認証を受けている企業は 2 0 程度であるが、試行であり正式な認証にな
-132 -
っていない。
9 中国 2 1 世紀議程をみれば、太陽光や風力発電を進める方向が出ている。辺境地
域で進めている 。




































































同センター業務協調員 黒J 11 清登氏










































































































第 3 章で見たように、中国ではグリーンプロジェクトに基づき、 9 5 計画期間中の 1 9 
9 6 年から 200 0 年の聞に環境保護事業に 1 888 億元が投資されることとなってい
る。また、日本の政府開発援助により無償資金援助や円借款も活発に行われている。 第 4




に、実際に企業・事業に投資されている額としては 9 6 年に 9 6 億 6 2 7 0 万元という数
字が公表されている。 この数字については単純に評価することは困難であるが、 9 6 年の
国家財政 793 7 億元の 1. 3%程度であり、必ずしも多い額とはいえないと考える。 ま
た、環境保護事業に使われる排汚費は 9 6 年に約 4 1 億元が徴収され、環境保護事業に充
当されているが、決して十分なものであるとはいえない。
ちなみに日本の環境関連予算は、 9 6 年度で 2 兆 744 1 億円、 9 7 年度で 2 兆 821
1 億円となっており、 9 6 年度一般会計歳出 7 7 兆 771 2 億円、 9 7 年度 7 8 兆 533








中国は環境保護を基本国策とするが、地球サミット後に制定した「中国 2 1 世紀議程(中
















































ステムが機能しているからである。 1 996 年の統計 (6 - 1 表)によれば、手紙による
来信件数は 67268 件、そのうち 9 6 年中に処理した案件が 64457 件となっており、
前年よりそれぞれ 8 5 9 0 件、 8 7 6 7 件と大幅増となっており、処理率は 95. 8 %と
前年を O. 9 ポイント上回りかなりの高率となっている。また、来訪した人は 9 6 3 7 9 
人、案件数は47714 件、 9 6 年中の処理案件が 42671 件となっており、前年より
来訪人数は 158 1 人増加しているが、件数はそれぞれ 3 2 5 8 件、 837 件の減少とな






6 - 1 表 大衆信訪事業制度状況
来信件数 当年処理 処理率 来訪人数 来訪件数 当年処理 処理率
年 (件) 件数(件) (%) (人) (件) 件数(件) (%) 
1996 67268 64457 95.8 96379 47714 42671 89.4 
1995 58678 55690 94.9 94798 50972 43508 85.4 













環境保護法第 1 1 条では定期的に環境状況を公表すると規定しているものの、環境関係
の事件や健康被害は報道されることが少なく、きわめて情報が限られている。一方、 1 9 


















「価値観の変更」及び「資金の確保J の別に、 7 点について若干の政策提言を行う。
( 1 )制度の改革
・中国版地域公害防止計画の策定
日本では公害を克服するため、 196 7 年に公害防止法が制定されたが、この中の重要
な施策として地域公害防止計画の策定が規定され、 7 1 年から公害防止計画が策定されて









































1 9 9 8 年 3 月に日本の国会に当たる第 9 期全国人民代表大会第 1 回会議で李鵬総理が
行った「政府活動報告J では、国有企業の改革が当面の経済体制改革の重点とされている 。
中国の固有企業は 2 5 万社以上、従業員 7 5 00 万人を抱える。 この国有企業の 49 %
以上が赤字という深刻な事態となっている。 中国の失業者は、広義では 「完全失業者J 、
「下関職工J 、 「企業内潜在失業者J 及び「農村余剰労働力 」 の四つに分けられる 。 6-
2 表に示すとおり 「完全失業者」は、都市部の失業者で、失業統計で取り扱う失業者であ
り、 1 996 年には約 5 52. 8 万人、失業率 3. 0% となっている。「下闘職工J は、
生産ポストからはずされ、ポスト待ちの状態にある従業員のことであり、 一時帰休に近い。
彼らは企業と雇用関係を持っており、企業から最低生活補助金をもらうとともに、医療制
度などを利用できる 。 9 6 年には約 920 万人に達している。 「企業内潜在失業者j は法
6-2表 中国における失業の実態 (1 996 年)
項 目 人数(万人) 失業率と算定基礎等
就 業 者 数① 69 , 665 
うち都市部従業者数② 14 , 845 
農村部就業者数③ 54 , 820 
広義の失業者数④ 19 , 626.8 4 失業形態の合計
うち都市完全失業者数⑤ 5 52. 8 失業率: 3.0 % (公式発
表)
都市部停工下簡職工数⑤ 920 
都市部企業内潜在失業者数⑦ 2 , 969 
農業潜在失業者数③ 1 5 , 185 
都市部失業者数⑨ 4 , 441.8 広義失業率: 23.0 % 
((+(+() ((+(+() -7 (② 
+ () 
潜在失業者数⑬ 19 , 074 潜在失業率: 27.4% 




3 , 000 万人に達 しているとされている 。 また、「農村余剰労働力」は 9 6 年に 1 億 5
185 万人と推計されている。 これら 4 種類の失業者をすべて加えると、日本の人口を逢
かに超える 1 億 9 6 2 7 万人であり、完全失業者を除く潜在失業率も 27. 4% と就業者




カメラ、エアコン、農薬、レンジの生産部門稼働率は 4 割以下、ビデオ、洗濯機、 自動車、
テレビは 5 割以下という状況であり、繊維、家電機器、軽工業品、自動車などの商品在庫
が急増し、 613 種類の主要産品のうち 3 割以上が供給過剰となっており 、 売れ残ってい
















国家環境保護総局の調査によると、 9 7 年度末で環境保全産業の年間生産額はGNP7
兆 3 4 5 3 億元の約 O. 7%、全国工業生産総額の約 1. 6%を占め、概数統計では企業











による環境管理、環境に配慮、した事業活動の推進などが、 2 1 世紀に向け、商品の国際競
争力や信頼性を高め、中国が国際社会に勝ち残れる道で、はないかと考える。 中国でも、 9
7 年 5 月に、国家環境保護局長を主任委員とし、環境管理体系認証作業を統一的に管理す
る中国環境管理体系認証指導委員会と二つのサブ委員会が設置された。現在はこのサブ委
員会の正式運用に先立ち、国家環境保護局の環境管理体系審査センターが試行的に認証を
行っている。 9 7 年には、 1 2 都市の機械、化学工業、治金、石炭、電子、家電、医薬な
どの業種の 2 8 単位が試行単位に認証され、年末までに認証試行単位は 1 3 都市の 5 5 単





















る最大の課題のーっとなることは間違いない。 第 2 章や第 5 章のインタビュー調査で見た
とおり、近年ごみの無害化処理率は向上しているが、生活ごみは何ら分別されず、都市の
郊外に野積みされているのが現状である。
1 996 年現在、中国の全国都市数は 666 、そのうち人口 5 0 万人以上の中規模都市












国連の調査に拠れば、 1 992年から 9 6 年の聞に工業国は環境保護改善費用が年平均
12. 7%増加 し、前 5 年間の増加率 9. 35%を上回っている。 同時期の工業国の私営
企業の環境保護産業・サービスへの投資は年平均 19. 7%増加し、前 5 年間の 1 2. 9 
%を上回っている。 特にドイツでは 25%の増加となっている。 東南アジア地区のこの方
面での投資は 2 1. 2%に達している。 9 6 年のアジアの環境保護産業市場は額において
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り、 1 2 もの砂漠が国土全体の 1 7 . 
6% 、 168 万 9 千km 2 を占めている。
しかも、毎年 2460krn 2 が砂漠化し、




年 標準炭 石炭 石油 天然ガス 水力電気
(万トン)
1965 18901 86.5 10.3 0.9 2.7 
1970 29291 80.9 14.7 0.9 3.5 
1975 45425 71.9 21.1 2.5 
1980 60275 72.2 20.7 3.1 
1985 76682 75.8 17.1 2.2 
1990 98703 76.2 16.6 2.1 5.1 
1991 103783 76.1 17.1 2.0 4.8 
1992 109170 75.7 17.5 1.9 4.9 
1993 115993 74.7 18.2 1.9 5.2 
1994 122737 75.0 17.4 1.9 5.7 
1995 131176 74.6 17.5 l.8 6.1 
1996 138811 75.0 17.5 1.6 5.9 
. .・圃. ， ~ 
このため、環境に配慮、したクリーンエネルギーとして、従来見捨てられてきた砂漠や過
疎地を利用し、太陽光や風力などの自然エネルギーを活用した発電に重点を移すことが 、
地球環境の保全の観点から、中国、世界にとって最もメ リットが大きいといえ る 。
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太陽光発電について、サハラ砂漠を例として、その発電規模を考えると 1 m 2あたりの発
電可能量は 1 年間に約 2 5 0 0 kwh、現在の太陽光発電の効率を 10%で計算すると 1 年
間にサハラ砂漠から得られる電力は 2 3 0 0 兆 l州、全世界の発電量の 200倍に当主2
といわれる。 この計算を基にすれば、中国の発電量・ 8 3 億 9 5 0 0 万kwh (1 9 9 3 年)
をまかなうには 3 3. 5 8 krrfの土地があれば足りるとととなり、これはタクラマカン砂
漠の面積 3 2 万 4 0 0 0 krrfの O. 01% ということになる。
砂漠は太陽光エネルギーをふんだんに受けるため、世界の砂漠の総面積の 4 % (6 5 万
krrf) に太陽電池を敷き詰めれば、 2 0 0 0 年の世界が消費する電力(石油換算で 140
億 k 1 ・年)をまかなえ辺いわれている。 砂漠や過疎地のように燃料の供給が困難な地
域で、の太陽エネルギーの活用は非常に有用である。しかし、現段階での砂漠で、の実用例は
小規模なものにとどまっている。 その理由のーっとしては、太陽光発電のコストが 1 kwで









り導入したエネルギー供給構造を構築することが不可欠である。 中国では、 1 958 年に
















くにあるクプチ砂漠が最適と判断されている。 クプチ砂漠は、人口 2 300 万人の内蒙古
自治区の中の標高 1000"-'1500mの黄土高原にあり、南北 20"-'30km、東西 2
50kmの規模である。
6 - 1 図 ! 中国北部の沙漠分布
• 北京
1.タクラマカン沙漠 2. コルパンテユンギト沙漢 3. クムターゴ沙漠 4. パダインジ
ヤラン沙漫 5. テングリ沙漢 6. ウランプホ沙漠 7. チヤイダム沙漠 8. クブチ沙漢
9. モウソ沙漠 10. ホンシャンタク沙漫 1 1. カルチン沙漠 12. ホ口ンパイル沙漢
藩陽
(出典:柴野利彦著『地球は 「沙漠」という資源を持っている~)
なお、 SRG構想では 3 段階で構想、を発展させることとしている。
- 第 1 段階ーソーラーファーム
太陽光発電から得られるエネルギーで水を汲み上げ、牧畜業と農業開発を進める。 こ
れには、 1 軒 1 軒に設置する場合、村ごとに設置する場合(ソーラーコミュニティー)、
村と村とのネットワーク化(ソーラーネットワーク化)の 3 形態がある。




- 第 3 段階
1 0 万 kw規模の発電基地のシステムを構築する。
このような夢のある構想であるが、手始めの実証プラント作りで 20""'30 億円と見 ら
れており、資金的なパックア ッ プが課題である。 中国の持続可能性ある発展のために、日
本をはじめとした諸外国、国際協力機関等の資金協力による構想の推進が期待される。
また、同じくクリーンエネルギーである風力発電も、風速が年平均で毎秒 7. 2m と安
定している内蒙古自治区の 4 カ所で進みつつある。 同区の察右中旗ではデ、ンマーク政府の
融資により標高 2200mの高原に高さ 40mの風力発電機 4 2 機が建てられ、 9 6 年 1
0 月から稼働している。 2 万 5 千 kwの出力があり、約 2 万 5 千世帯の電力需要を賄って
いる。同自治区では 2000年に出力 2 0 万 kwを目指しているが、やはりヨーロッパな
どの海外からの融資に依存することとしてしJZ; 世界の風力発電の総量は 9 7 年末現在、
約 760 万 kwであり、 ドイツ、デンマークを中心に欧州で約 6 割を占めている 。 中国は
まだ、 1 4 万 6 千 kwを占めるに過ぎないが、日本の 1 万 7 千 kwをはるかに超えてお釘





中国政府は 9 6 年から始まった第 9 次 5 カ年計画で、再生可能な新エネルギーの開発を重
要視し、西北部の辺境地域へのエネルギー供給を進めようとしている。 また、第 5 章で触
























界銀行の 1 995 年の統計によれば、非識字率は男子で 10%、女子で 27% となってお
り、特に、女子はインドについで世界第二位となっている。 このため、まず低年齢での労
働を制限するとともに、児童生徒の就学率を上げ、文化レベルを高めることが何よりも必












も ちろん、第 5 章の北京でのインタビュー調査で見たとおり、経済発展が第ーである中国
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戦略、 プラ ンづ く りを早急に進めることではなし 1か と考える。
こ の点、 9 7 年 6 月に日本政府から ODAを中心 と した環境協力の包括的な中長期的構
想 í 2 1 世紀に向 けた環境開発支援構想J が示され、さらに同構想、に基づ く 温暖化対策の
途上国支援として、地球温暖化防止京都会議 ( COP3) の開催された同年 1 2 月にとり
まとめられた 「京都イニシアテ ィ ブJ は、今後の途上国における温暖化対策を世界的に重
要な課題と して受け止めたものであり、①人づくりへの協力、②「省エネルギー、新・再
生可能エネルギーの利用 」 、 「森林の保全、造成J を中心とした事業に対する最優遇条件




う立場から、 2 1 世紀に向けて温暖化対策にとどまらず、酸性雨、水質汚染や廃棄物処理
への対策も含めた環境全般の戦略的な対策を自治体や民間企業も含め、日本全体として示
し、中国の持続可能な発展を支援していく必要があると考える。
最後に 9 8 年 1 1 月末の江沢民国家主席訪日時に、日中両国政府は í 2 1 世紀に向けた
環境協力に関する共同発表j なる共同文書に署名した。 同文書は、①大連、重慶、貴陽の




共同で取組み、東アジア酸性雨モニタ リ ング・ネ ット ワークの設立を積極的に推進するこ
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